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平成３０年度の主な取組実績 

※（ページ番号）は、資料１「新行財政改革大綱（第３期）評価調書（平成３０年度実績）」の該当ページ 

 Ⅰ 効率的で質の高い行政基盤の構築  

〈№1 県民参加の推進〉（Ｐ1） 

○ 「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」に関する取組に県民意見を反映するため、プ

ランの重点戦略に関するテーマについて７～８月に各地域振興局単位で意見交換会を

計９回開催し、延べ６３名の県民と知事が直接意見交換を行いました。意見交換の前に

は先進的な取組の視察等を行い、その後で知事と参加者が相互に意見を出し合い、より

有意義な意見交換になるよう努めました。 

 

〈№3 人口減少社会に対応する社会資本の整備等〉（Ｐ16） 

○ 県・市連携文化施設の実施設計等を進めるとともに、運営管理について県民等による

ワークショップ、運営管理計画検討委員会を開催し、運営管理計画を策定しました。ま

た、本体工事については平成３０年度施工者選定を実施し、令和元年度工事着手します。 

○ 大館市では、旧県立大館工業高等学校を「大館市花岡総合スポーツ公園」として活用

するに当たり、整備計画を作成して順次整備を進めていることから、県としては計画に

沿った整備を進めることができるよう解体事業を順調に進めています。 

 

〈№4 市町村との協働・連携〉（Ｐ20） 

○ 秋田県・市町村協働政策会議について、総会を５月と１１月の２回開催し、市町村提

案２件、県提案２件についてそれぞれ協議を実施しました。人口減少が進行する中で、

効率的な事業実施が求められていること等から、いずれの案件についても協働で取り組

んでいくことが合意されました。 

 

〈№5 情報通信技術（ＩＣＴ）の活用〉（Ｐ26） 

○ 申請様式を簡易に作成できる新しいシステムの本格運用を開始するとともに、全庁的

にオンライン化対象手続の掘り起こしを行い、新たに２８手続を電子申請が可能な手続

としました。 

○ ＡＩについて、議事録作成支援サービスを一定期間無料で使用し、変換精度をテスト

するとともに、問合せ対応支援の実証に向けて、ワーキンググループを設置し作業を行



 

 

 

っています。 

また、ＲＰＡについて、対象業務選定のための調査を行い、無料トライアル版を使

って、削減時間の試算を行いました 

 

〈№9 県民の安全・安心の確保〉（Ｐ46） 

○ 自主防災組織の育成・強化のため、防災士を自主防災アドバイザーとして地域に派遣

（２３回）したほか、自主防災組織育成指導者研修会（８か所）、自主防災組織リーダ

ー講習会、優良自主防災組織表彰（１団体）などの事業を実施しました。 

また、災害時の初動対応を中心に、県民防災の日訓練（図上訓練）、市町村との共催

により夏・冬の総合防災訓練（実動訓練）を実施しました。 

○ 河川改修や水位周知河川の追加など、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に推

進するに当たり、８地域で６月から７月にかけて、第３回目の「県管理河川減災対策協

議会」を実施し、危機管理型水位計の設置やホットラインの実施について協議するなど、

関係機関と連携し計画的な減災対策の推進を図りました。 

 

 Ⅱ 秋田の未来創造を支える人づくり  

〈№11 ＮＰＯ、企業、大学等の多様な主体との協働の推進〉（Ｐ55） 

○ 市民活動サポートセンターにおいて、NPO 等の設立、運営及び会計処理等に関する

相談に対応したほか、ＮＰＯやボランティア団体の活動や助成金等の情報発信に取り組

みました。 

また、ＮＰＯ、企業及び行政等との協働を促進するため、市町村担当者会議、地域

活力発見フェスタ及びＣＳＲプロモーション事業等を実施したほか、コミュニティビ

ジネスの立ち上げ支援などに取り組みました。 

 

〈№12 教育環境の向上〉（Ｐ62） 

○ 平成２９年度策定した「秋田県教員育成指標」の運用により、教職員一人ひとりのキ

ャリアステージに応じた資質能力の向上を目指す研修を推進しました。 

○ 小・中学校及び義務教育学校においては、全県１９市町に３７名の教育専門監を配置

し、教科指導に卓越した力を有する教育専門監の資質能力を複数の学校に活用し、学校

の教育力向上を図りました。 



 

 

 

○ 高等学校においては、１５名の教育専門監を配置し、配属校での授業公開や各種研修

会での指導・助言を行いました。部活動では、高校生の指導にとどまらず、中学生以下

の子どもたちにも競技の魅力や練習方法を伝えるなど、競技の裾野拡大にも取り組みま

した。 

 

 Ⅲ 健全な財政運営  

〈№16 財政二基金の残高確保〉（Ｐ78） 

○ 平成３０年度当初予算における財政二基金取崩額は７６億円でしたが、執行段階の節

減に努めるなどにより、２月補正予算において減債基金取崩額を４７億円減額するなど、

その残高確保に努めました。 

 

〈№18 歳入の確保〉（Ｐ82） 

○ 県税について、休日・夜間納税窓口を開設し、納税機会の拡大を図りました。 

○ 税外未収金について、平成３０年度は、引き続き「債権管理検討委員会」と「ワーキ

ンググループ会議」を開催して情報とノウハウを共有したほか、債務者の現状を把握し

た上で未収金整理計画書を作成し、未収金の回収に努めました。 

○ 広告事業による歳入確保を図るため、自動車税納税通知書用封筒、秋田県公式ウェブ

サイト「美の国あきたネット」及び全戸配布広報紙「あきたびじょん」、県立野球場フ

ェンス、県本庁舎エレベーターホール壁面等を広告媒体として活用したほか、新たに運

転免許センター内に広告板を設置し収入を得るなど、定例媒体における広告事業を推進

しました。 

 

〈№19 コストの縮減〉（Ｐ89） 

○ 知事部局においては、平成３０年度以降、新行財政改革大綱の項目として職員数の適

正な管理に取り組んでいます。また、教職員については引き続き児童生徒数の減少に応

じた適正配置に取り組みました。 

○ 庁内サーバ統合基盤を導入し、物品調達システムと情報共有システムの機器等のハー

ドウェアを集約しました。令和元年度は、給与関係システムや情報活用支援システム等

の大規模システムを庁内サーバ統合基盤へ受け入れ、経費の削減に努めることとしてい

ます。 



新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 1-(1)

取組内容

主な指標

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

平成３０年度取組実績

知事と県民との意見交換会の開催

・知事が県内各地域を訪問し、県の重要課題について、先進的な取組を行っている若手
農家や経営者、大学生等と自由な意見交換を行います。

・実績の把握及び評価は、意見交換会で出された意見への対応状況により行います

前年度意見への対応

全９回のうち１回は、平成３１年４月に就職を控える県内の大学生８名との意見交換と
しました。県内で就職する方、県外で就職する方、それぞれに対して、選択の理由やど
のような取組が必要だと思うかなどについて意見を伺いました。

【実施状況の説明】

「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」に関する取組に県民意見を反映するため、プラ
ンの重点戦略に関するテーマについて７～８月に各地域振興局単位で計９回開催し、延
べ63名と知事が直接意見交換を行いました。意見交換の前には先進的な取組の視察等を
行い、その後で知事と参加者が相互に意見を出し合い、より有意義な意見交換になるよ
う努めました。

【データ実績】

多様な県民の方々と意見交換を行った結果、具体的な対応につながった事例も
いくつかあったことから、概ね順調と判断します。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

より幅広く県民の意見やニーズを把握し、政策へ反映させるため、例えば人口減少につ
いて、高校生や大学生の実感（秋田に残る予定か、なぜ残るのか・残らないのか、どう
すればより残りやすくなるか）を聞いてみるなども検討してほしい。

秋田について英語でウェブ検索しようとしても外国語のページにヒットしにくい、とい
う在住外国人の意見に対しては、すぐに、「美の国あきたネット」のトップページに多
言語で自動翻訳できるソフトをバナー設置（英語、韓国語、中国語（簡体字・繁体
字）、タイ語に対応）したり、英語検索サイト等で表示させるためのキーワードを設定
したりするなど、具体的な対応を取ったほか、11件の意見を31年度予算へ反映させまし
た。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 1-(2)

取組内容

主な指標

H27年度 28 29 30

23 15 17 9

23 15 17 7

※年度をまたいで策定する計画があるため、プロセス公開数と実績報告書公開数は必ずしも一致しない。

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

－

【実施状況の説明】

「秋田県県民参画による計画策定基本方針」の趣旨について、庁内へ周知徹底を行った
ことにより、平成30年度は９件の計画について「計画策定プロセス設計書」を公表しま
した。また、策定が完了した７件の計画について「計画策定実績報告書」を公表しまし
た。

【データ実績】

   計画策定の公開数

計画策定開始年度

プロセス公開数

実績報告書公開数

「秋田県県民参画による計画策定基本方針」に基づき、対象となる計画につい
て「計画策定プロセス設計書」を着実に公表し、県民の参画を促したことか
ら、Ａ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

平成３０年度取組実績

各種計画策定への県民参画の促進

・「秋田県県民参画による計画策定基本方針」に基づき、各種計画の構想・検討段階か
ら、県民が参画できる手法やスケジュールについてとりまとめの上で公表し、どのよう
な参画ができるのかを事前に示すことにより、計画策定への県民の積極的な参画を促進
します。

・実績の把握及び評価は、対象となる計画の「計画策定プロセス設計書」及び「計画策
定実績報告書」の作成状況により行います。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 1-(3)

取組内容

主な指標

H26年度 27 28 29 30

31 34 23 36 16

20 20 10 16 9

64.5% 58.8% 43.5% 44.4% 56.3%

【実施状況の説明】

　意見数ゼロの案件を減らすため、意見公募手続を実施する課室等に対し、報道機関へ
の情報提供や個別案件に関係する団体への周知等を行うよう、積極的に働き掛けまし
た。また、より多くの県民にパブリックコメントの制度について知っていただき、意見
を出していただきやすくするため、県公式ウェブサイトのトップページに、パブリック
コメントのページへ直接アクセスできるバナーを設置しました。

【データ実績】

実施年度

実施案件数

意見数ゼロの案件数

意見数ゼロの割合

平成３０年度取組実績

計画等に対する意見公募手続（パブリックコメント）の実施

・各種計画や条例、規則等を立案する過程で、その内容や趣旨等を、「美の国あきた
ネット」等で公表するとともに、報道機関や関係団体を通して周知し、県民から意見を
募集します。

・意見数ゼロの案件の割合（ゼロの割合を低くすることを目指す。）
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

意見ゼロの案件が半数近いということだが、どうすれば意見を出しやすくなるか検討し
てほしい。計画全体を出してそれに対する意見を求めても意見は出しにくいので、例え
ば具体的なポイント、意見の欲しい事項についていくつか示すなどの工夫をしてほし
い。

前年度意見への対応

計画等の案を公表する際、計画全体と併せて計画の概要をまとめた資料も公表するよ
う、取扱を統一しました。今後も、県民の皆様が意見を出しやすくなるような資料の公
表方法に努めるよう担当課に働きかけてまいります。

今年度パブリックコメントを実施した１６の案件に対して寄せられた意見数は
７４１件で、特にバナーの設置後に実施した案件に対して多くの意見が寄せら
れました。ただし意見数ゼロの案件の割合は昨年を上回ったことからＢ評価と
しました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

4



新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 1-(4)

取組内容

主な指標

審議会等への県民参画の促進

・審議会等委員への女性や若者の登用と、公募委員割合の向上のため、共同公募の実施時に、
多様なメディアや機会を活用した情報発信を行います。

・公募委員割合
目標値（令和3年度）　 ３.７％
＊公募委員割合＝公募委員数／委員総数×100
・女性委員割合
目標値（令和2年度） ４０.０％
＊女性委員割合＝女性委員数／委員総数×100

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・審議会等委員に多様な人材を登用するとともに、選任手続の事務軽減及び効率化を図るた
め、改選時期を迎える審議会等を中心に、委員の共同公募を２回（７～８月、１～２月）実施
しました。
また、共同公募を実施するに当たり、より多くの県民に応募していただくため、公募に関する
パンフレットを作成したほか、県公式ウェブサイト及びＳＮＳや新聞広報への掲載、報道機関
への情報提供などにより、幅広く情報発信を行いました。

・多様な分野における政策･方針決定過程への女性の参画拡大を図ることを目的に、女性人材の
登録名簿を作成し、その活用を庁内に周知しました。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

審議会等の公募委員割合

H27年度 28 29 30

委員総数（人） 1,810 1,756 1,722 1,677

公募委員数（人） 45 47 51 49

公募委員割合(％) 2.5% 2.7% 3.0% 2.9%

審議会等の女性委員割合

H27年度 28 29 30

委員総数（人）※ 987 935 941

女性委員数（人） 321 308 314

女性委員割合(％) 32.5% 32.9% 33.4%

※職指定委員を除いた人数のため、上表のデータと数字が異なります。

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

【データ実績】

R1.9月
頃確定

Ｂ

知事と県民との意見交換会の
開催

　女性委員割合については前年度の実績を維持することができました。引き続き女性
委員の参画拡大に向けた取組を推進します。しかし、公募委員割合については前年度
の実績を下回る結果となりましたので、今後、審議会等の所管課等に対する働きかけ
を強化するなど、公募制の導入や応募の促進についてより一層努める必要があること
からＢ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

女性や若者の応募意欲を高める工夫をするなど、積極的な登用を図ってほしい。

前年度意見への対応

県内の男女共同参画センター及び大学への応募パンフレットの備え付け依頼、あきたＦ・Ｆ推
進員の皆様へのパンフレット送付などを通して、女性や若者への公募制度周知を図りました。
また、記載内容についても、女性や若者に興味を持ってもらえるようなものとなるよう努めま
した。

知事と県民との意見交換会の
開催

計画等に対す意見公募手続(パ
ブリックコメント)の実施

計画等に対す意見公募手続(パ
ブリックコメント)の実施

審議会等への県民参画の促進

小学校高学年や中・高生の郷土愛、秋田に残りたい希望や夢を
意見交換会に反映する工夫がほしい。

知事と県民との意見交換会で聞かれた意見を政策に反映させた
事実をもって評価しているが、その結果どのような変化が生じ
たのかなどについても中長期的に情報提供してほしい。

ウェブだけに頼らず紙媒体、広報紙あきたびじょん、新聞広告
等でも公募呼び掛けをお願いしたい。

意見数の多い案件と少ない案件の相違を分析し、必要に応じ意
見募集手続に反映させるべきではないか。

前年度の要望を受け止め、今期の募集は工夫が見られた。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 2-(1)

取組内容

主な指標

【実施状況の説明】

・広報マニュアルについては、ウェブアクセシビリティの具体的取組例を盛り込むな
ど、より実用性の高いマニュアルを平成３０年５月改訂版として発行しました。
・広報戦略推進会議（幹事会）を通じて庁内各課への広報事業に関する説明と情報共有
を行いながら、職員の広報マインドの向上に努めるとともに、職員向け研修を３回
（ウェブアクセシビリティ）実施しました。
・各課が実施する個別広報については、広報媒体の活用に温度差があることから、全庁
的な個別広報の調査を行い、業務の参考になるように、その結果も共有しました。
・パブリシティについては、より効率的、効果的な情報発信手法の一つとして非常に重
要であり、「投げ込み」の優良事例を各課所に示すなど、その活用を一層強化するよう
働きかけました。

【データ実績】

・平成３０年度県民意識調査（広報活動の現状評価）
　肯定的評価（「十分行われている」「ある程度行われている」）の割合　５８．６％

平成３０年度取組実績

伝わる広報の推進

・広報マニュアルの実用性向上を図り、広報マインド醸成やスキルアップ及びウェブア
クセシビリティに関する職員向けの研修を行います。
・広報媒体の特性を活かした情報発信や、パブリシティ（報道機関を通した広報活動）
の強化に努め、県民が情報に触れやすい環境をつくります。

・県民意識調査（広報活動の現状評価）
肯定的評価（「十分行われている」「ある程度行われている」）の割合
目標：毎年度７０％以上
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

具体的な取組が閲覧数の増加などの成果につながっているので、引き続き取り組んでほ
しい。
「国際交流員が外国人目線で書いた記事は閲覧数が多い傾向～」とあるが、こういう分
析の仕方（何が興味を引いているか）は発信力強化の上で重要なので、引き続き分析に
努めてほしい。

前年度意見への対応

引き続き部局間で連携を図りながら、情報発信の強化に取り組んでまいります。
なお、ＳＮＳについては閲覧者からのリアクション（コメントやいいね！数、リーチ数
等）を参考に、より効果的な情報発信に努めます。

・県民意識調査の結果からＢ判定としました。
・今後は「職員個々の広報力」を強化するため、職員の広報力強化に向けた研
修等を実施し広報の更なる推進に努めます。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 2-(2)

取組内容

主な指標

【実施状況の説明】

・情報発信力の強化を目指し、これまでの「あきたグローバルネットワーク」フェイス
ブックを見直し、今年度から、（公財）秋田県国際課交流協会（ＡＩＡ）のフェイス
ブックなど、より情報発信力の高い媒体へ掲載しました。

・観光振興課、地域振興局及び秋田県観光連盟等と連携し、各媒体において観光情報を
発信しました。

・「あきたファン・ドッと・コム」サイト：
桜、トレッキング、夏祭り、紅葉、冬祭り特集内での情報発信のほか、観光、イベント
情報を適宜更新しました。

・アキタノＮＡＶＩ：
114施設の新規登録、多言語化を実施したほか、閲覧者の多い乗合タクシー等の二次交通
情報、Wi-Fi施設情報の登録をはじめイベント情報を適宜更新しました。

・Facebook：
「あきたファン・ドッと・コム」（日本語）：平日毎日の情報発信。
　リーチ数が伸びる傾向にあった11:00～12:00の間の情報発信に努めました。
「秋田パパ走」（中国語・繁体字）：毎日の情報発信。
「Discover Akita」（英語）：週１回の情報発信。
　旅行を検討しやすい、イベント開催日・シーズンイン１月以上前の情報発信に努めま
した。

平成３０年度取組実績

多様な広報ツールによるタイムリーな情報発信

・秋田県観光総合ガイド「あきたファン・ドッと・コム」やFacebook、スマートフォン
用アプリ「アキタノNAVI」等により、タイムリーな観光情報を発信します。
・閲覧者からのリアクション（コメントやいいね！数、リーチ数等）を参考に、その後
の掲載情報の内容や投稿時期等を調整し、より効果的な観光情報発信に努めます。
・外国語等により秋田県の情報を国内外に向けて発信します。

・「あきたファン・ドッと・コム」Facebookへの「いいね！」数
目標値（令和３年度）　１５,０００件（開設からの累計）
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

－

【データ実績】

国際課国際交流員等の寄稿による、フェイスブックでの情報発信件数（平成30年度）
（以下寄稿実績）
○国際課国際交流員による異文化紹介など(21回)(うちＡＩＡフェイスブック投稿10件)
○あきた友好親善大使による寄稿（4回）
○秋田県広報誌「あきたびじょん」の英語での紹介（4回）
○国際課事業の紹介

「あきたファン・ドッと・コム」Facebookへの「いいね！」数：11,820件（3月28日現
在）

「あきたファン・ドット・コム」等様々な方法で観光情報を発信しているが、
多言語での情報発信等を含め、今後も情報発信力の強化を目的として、その内
容や投稿方法について検討していく必要があることからＢ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 2-(3)

取組内容

主な指標

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

－

【実施状況の説明】

・平成30年7月に全庁を対象として「個別広報事業実績調査」を実施し、全庁的な広報活
動の詳細な調査を行い、各課の広報事業の実態や広報に関する課題の把握に取り組みま
した。
・調査の結果、広報媒体が多様化していること等を背景に、職員の情報発信に対する意
識や発信内容について、職員それぞれに温度差があり、「全庁的な広報力」という点で
は改善の余地があるという課題が見られました。
・こういった課題や広報事業の実態をもとに、最適な予算管理や広報手法の検討に取り
組み、職員の広報力の強化に向けた研修を実施するとともに、各課の広報情報（各部局
の重点広報事項や写真や動画などの広報素材）を広報広聴課が集約、管理するなど広報
の一元化の取り組みを進めていくこととしています。

【データ実績】

・平成３０年度県民意識調査（県が発信する情報の取得方法【複数回答可】）
選択肢（１ 紙媒体、２ ウェブサイト、３ 電波媒体、４ マスコミ報道、５ ソーシャル
メディア）を選んだ割合の合計　１９２．７％

全体では「新聞記事やテレビ、ラジオ等のニュース番組」の割合が７２．４％
と最も高く、「県が発行する広報紙」が６１％、「県政広報番組」の３６．
２％、「県のウェブサイト」１２．７％、「ソーシャルメディア」１０．４％
と続いています。目標指標を上回る評価を得ていますが、調査の結果から改善
の余地があることからＢ判定としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

平成３０年度取組実績

更なる広報一元化の推進

・全庁の広報活動の詳細を調査し、個別案件毎に最適な予算管理や広報手法を検討しま
す。
・調査検討結果を踏まえた予算執行と、広報効果の測定結果等を踏まえた見直しを行い
ます。

・県民意識調査（県が発信する情報の取得方法【複数回答可】）
選択肢（１ 紙媒体、２ ウェブサイト、３ 電波媒体、４ マスコミ報道、５ ソーシャル
メディア）を選んだ割合の合計
目標：毎年度190％以上
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 2-(4)

取組内容

主な指標

【実施状況の説明】

・Facebook、Twitter、Periscope、Youtubeでは印象的な静止画・動画を投稿するととも
に、時季や内容に応じて効果的なハッシュタグを使用するなど、SNS世代への訴求力をよ
り高めることを意識しながら情報発信しました。
・Instagramではユーザー参加型のフォトコンテストを毎月開催したほか、コンテスト投
稿作品を活用した写真展覧会を実施し、非SNSユーザーに対する秋田の「インスタ映え」
スポットの周知を図りました。
・ウェブマガジンでは、毎月ひとつの市町村をクローズアップし、丁寧な取材を通じ
て、各地域の新たな楽しみ方の提案を行いました。
・デジタルマーケティングでは、地域や年代、嗜好性等を指定した上で、狙いとする
ターゲットに向け、的確な情報発信を行いました。
・県人会の総会や、県人会が参加する地域イベントなどに合わせて観光パンフレット等
を提供し、秋田の魅力をＰＲしました。
・県人会ホームページ「あきたじん」を通じて秋田に関連する様々な情報を発信したほ
か、比較的若者の利用者が多いＦａｃｅｂｏｏｋにおいても同様の情報を発信しまし
た。

平成３０年度取組実績

情報発信力の強化による秋田のイメージアップ

・SNSでは、次のようにそれぞれの特性に応じた秋田の情報発信を行います。
１）Facebookでは、印象深い画像とシンプルな文章で魅力を伝えます。
２）Twitterでは、短文でタイムリーな情報や旬の話題を届けます。
３）Instagramでは、県民や県外の秋田ファンの参加による画像投稿で魅力を発信しま
す。
４）Youtubeでは、質の高い動画を制作・掲載し、視聴に供するほか、動画資産として、
イベントやメディア等への貸出を行います。
５）Periscopeでは、リアルタイムなライブ配信を実施します。
・ウェブマガジンでは、現場取材を徹底し、日々の暮らしの中で見過ごしがちなコンテ
ンツに光を当てるなど、秋田の本質的な魅力に迫ります。
・その他、新しいコミュニケーションツールやデジタルマーケティング手法を積極的に
導入し、効率的で効果的な情報発信に努めます。
・読者のリアクション（コメントやいいね！数、リーチ数等）を見ながら、その後の掲
載記事や投稿の内容、出すタイミングなどを調整し、より効果的な情報発信に努めま
す。
・県人会へ観光パンフレット等を提供し、県人会が参加する地域イベント等で配布して
もらいます。
・県人会のホームページやFacebookを通じて、全国各地の秋田に関連する情報を発信し
ます。

・あきたびじょんFacebookページへのいいね！数
目標値（令和３年度）　６５,０００件（開設からの累計）
・秋田県人会ホームページ「あきたじん」へのアクセス数
目標値（令和３年度）　５０,０００件/年
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

秋田県人会ホームページ「あきたじん」へのアクセス数

H27年度 28 29 30

アクセス数 13,184 30,709 18,563 63,869

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

【データ実績】

・Facebook：投稿数３６７回、ページへのいいね数５６，４１９（Ｈ３１年３月末）
・Twitter：投稿数約２０００回（リツイート含む）
・Instagram：コンテスト応募総数２１，７００件
・Youtube：５０本（ドローン映像絶景動画、元祖爆笑王氏出演PR動画など）
・Periscope：５回
・ウェブマガジン：記事　７０本
・デジタルマーケティング：動画広告視聴回数　２５４万９，９０７回

SNSの多様化により、Facebookページの「いいね数」が全般に減少し始めている
中、あきたびじょんFacebookページは自治体アカウント中第５位という高順位
の「いいね数」を平成２５年から維持し続けているほか、Instagramについては
都道府県運営アカウント中第２位のフォロワー数を獲得するなど、SNSのネット
ワークを活用し、効果的に秋田の情報、魅力を発信しました。また、「あきた
じん」へのアクセス数についても、パンフレット等の送付やホームページ等を
通じての情報発信を積極的に行った結果、目標を達成したことからＡ評価とし
ました。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 2-(5)

取組内容

主な指標

出前講座の開催数及び受講者数

H26年度 27 28 29 30

講座数 179 180 194 192 202

開催数(回) 575 684 676 587 619

受講者数(人) 40,257 44,093 41,716 32,979 34,141

【実施状況の説明】

平成３０年度から、講座受講者の対象人数（２０名を目安）を撤廃し、希望者にはメ
ニュー一覧の郵送も応じるようにして、より受講しやすい体制を整えました。また、第３
期ふるさと秋田元気創造プランを紹介するメニューを増やし、県民に対して、直接県の施
策をＰＲできる機会を増やしました。

【データ実績】

平成３０年度取組実績

あきた県庁出前講座の実施

・県民の要請に応じ、「あきた県庁出前講座」を開催し、県職員自らが、その担当分野の
講師となって出向き、各種事業について情報提供します。

・出前講座の開催数及び受講者数
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

－

例年と同程度の講座が開催され、利用者アンケートにおいても好評価を得てお
り、多くの県民に学びの機会を提供するとともに、県の施策等への理解を深める
ことができたためＡ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

Ｆａｃｅｂｏｏｋの「いいね」数以外の指標も検討して
はどうか。

スマホを使って魅力あるスポットの情報を閲覧すること
はできるが、同時にそのスポットへのアクセス方法等も
入手しやすくなるような更なる工夫を行ってほしい。

広報一元化の推進状況について、もっと端的に測ること
ができる指標を検討していってほしい。

広報の手段としては、紙ベースから、ウェブ・ＳＮＳに
もう少しシフトしてもよい。

多様な方法を用いて情報発信に取り組んでいると思う。

Ｂ

多様な広報ツールによ
るタイムリーな情報発
信

多様な広報ツールによ
るタイムリーな情報発
信

更なる広報一元化の推
進

更なる広報一元化の推
進

情報発信力の強化によ
る秋田のイメージアッ
プ
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 3-(1)

取組内容

主な指標

市町村との施設・設備の共同整備等

・県と秋田市が連携して、老朽化した県民会館と秋田市文化会館の施設機能を統合整理
した「県・市連携文化施設」を秋田市中心市街地に整備し、県民の文化芸術活動の活発
化、まちの賑わいの創出を図るとともに、公共施設の維持、管理の効率化を進めます。
・事業効率化と維持管理コスト低減を図るため、汚水処理施設の集約、再編及び汚泥処
理施設の広域化を推進します。
・旧県立大館工業高等学校の施設を、大館市が総合スポーツ施設として活用するに当た
り、県は不要部分のみを解体し、大館市が既存の施設を利用することで、公共施設活用
の効率化を図ります。

・県・市連携文化施設の着実な整備
　　令和3年度中に開館
・生活排水処理施設を廃止し、流域下水道に接続される処理区数（累計）
　　９処理区（平成29年度末）　→　１９処理区（令和3年度末）
・旧県立大館工業高等学校の教室棟及び第一体育館の解体
　　平成30～31年度予定

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・実施設計及び県民会館の解体を進めるとともに、運営管理について県民等によるワー
クショップ、運営管理計画検討委員会を開催し、運営管理計画を策定しました。また、
本体工事については平成３０年度施工者選定を実施、令和元年度工事着手します。

・秋田県生活排水処理構想（第４期構想）で定めている各施策の推進を図るため、ＰＤ
ＣＡサイクルの仕組みに基づき、目標指標の実績確認を行うとともに、秋田県生活排水
処理事業連絡協議会において達成度を評価しました。

・大館市では、旧県立大館工業高等学校の用地・建物を「大館市花岡総合スポーツ公
園」として活用するに当たり、整備計画を作成して順次整備を進めていることから、県
としては計画に沿った整備を進めることができるよう解体事業を順調に進めています。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

施設整備について

・運営管理ワークショップ（６回）、運営管理計画検討委員会（３回）の開催

・実施設計の完了、運営管理計画の策定

・本体工事の施工者選定

生活排水処理施設を廃止し、流域下水道に接続される処理区域数（累計）

H28年度 30 R1 2 3

9 10

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

【データ実績】

・県・市連携文化施設については令和３年度中の開館に向け、ハード・ソフト
両面における事業は順調に進捗しています。
・流域下水道に接続される処理区数については目標達成にむけて取り組みを進
めています。
・旧県立大館工業高等学校の解体については解体設計を完了し、年度内に工事
費が予算化され令和元年９月までの工期で解体工事を進めています。
・以上のことからＡ評価としました。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 3-(2)

取組内容

主な指標

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入を検討した案件数

H29年度 30

案件数 1 3

【実施状況の説明】

民間資金等の活用

・県が一定規模（施設整備費１０億円、又は単年度の維持管理運営費が１億円）以上の
公共施設整備事業を実施する際には、ＰＰＰやＰＦＩ手法の導入を検討します。
・検討の結果、ＰＰＰやＰＦＩ手法が適当と判断された場合には、当該手法により公共
施設整備を実施し、民間の資金、経営能力等の活用と、財政資金の効率的な使用を推進
します。

・実績の把握及び評価は、「ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入を検討した案件数」で行いま
す。

平成３０年度取組実績

警察本部での運転免許センター改築事業に係る詳細検討、健康福祉部での新複合化相談
施設整備事業に係る簡易検討及び教育庁での大曲高等学校整備事業に係る簡易検討を行
いました。

【データ実績】
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度意見への対応

－

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入を検討した案件は、いずれも従来型手法による実施
が適当と判断されましたが、効果的かつ効率的な整備について十分な検討はな
されたことから、Ａ評価と判断しました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 4-(1)

取組内容

主な指標

秋田県・市町村協働政策会議の運営

・「秋田県・市町村協働政策会議」において、県と市町村が双方向で政策等の提案を行
うとともに、対等な立場で議論し、県及び市町村が協働で取り組むべき政策、施策、事
業に関する合意形成を進めます。

・実績の把握及び評価は、「秋田県・市町村協働政策会議」で提案された取組の具体的
な事例で行います。

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

　総会を５月と１１月の２回開催し、市町村提案２件、県提案２件についてそれぞれ協
議を実施しました。人口減少が進行する中で、効率的な事業実施が求められていること
等からいずれの案件についても、協働で取り組んでいくことが合意されました。

【データ実績】

協議案件
・森林環境税導入に伴う新たな森林管理制度の創設に対応する協働（市町村提案）
・各産業分野における外国人の活用を含めた総合的な労働力の確保（市町村提案）
・人口減少の急速な進行を見据えた県と市町村の協働・連携、市町村間連携の更なる強
化（県提案）
・行政事務の標準化・共通化に向けた自治体クラウド導入（県提案）
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

衰退が言われる旧町村部の状況を把握し、協働して政策の検討・推進を行うために活用
してほしい。

前年度意見への対応

　今後、合併市町に対する普通交付税の算定の特例が令和２年度で終了することから、
これからの基礎的自治体のあり方や課題等について整理する必要があると考えていま
す。

秋田県・市町村協働政策会議は、知事と市町村長が一堂に会して政策連携や協
働について意見交換を行う場として重要な役割を果たしていることからＡ評価
としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 4-(2)

取組内容

主な指標

市町村の効率的な行政システムの構築の支援

・県と市町村がつくる「人口減少社会に対応する行政運営のあり方研究会」に個別の
テーマを掘り下げる作業部会を置き、市町村同士又は県と市町村との連携が求められる
業務について具体的な連携方策を検討します。

・実績の把握及び評価は、「人口減少社会に対応する行政運営のあり方研究会」におい
て検討、実施された具体的な事例で行います。

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・研究会に設置した５つの作業部会（道路・橋梁維持、生活排水処理事業運営、公営住
宅管理運営、水道事業広域連携、専門職員人材確保）において、個別テーマの検討を行
いました。

【データ実績】

・道路・橋梁の維持作業部会におけるこれまでの検討状況を踏まえた作業部会の総括及
び報告書の作成。
・生活排水処理事業運営作業部会における「広域化・共同化計画」の素案の検討。
・公営住宅の管理運営作業部会における指定管理者制度や外部委託等の導入可能性の検
討。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

各市町村の周縁部（旧町村であることが多い）において、行政サービスの維持が課題と
なっており、周縁の境界が接し合う隣接自治体同士（広域連携）で対応する（交通問
題、医療問題）ような方法を後押ししてほしい。

前年度意見への対応

・「人口減少社会に対応する行政運営のあり方研究会」での検討のほか、市町村の区域
を越えた地域的な課題等に対応するため、意見交換会や研究の場を設けていきます。

全ての作業部会を開催し、個別テーマを掘り下げながら市町村同士又は県と市
町村の連携に向けた検討を進めています。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

23



新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 4-(3)

取組内容

主な指標

自治体同士の連携が実現した取組数

H28年度 29 30

取組数 10 10 11

目標数 10 10 12

【実施状況の説明】

市町村との協働・連携の拡大・普及

・平鹿地域における県と横手市の、事務や事業の一元的な実施手法について、他地域へ
の普及を進めます。
・観光振興や生活排水処理対策など、各分野や広域で実施されている協働・連携の取組
の拡充や横展開を進めます。

・自治体同士の連携が実現した取組数
１０件（平成28年度）→　１２件（令和3年度）

平成３０年度取組実績

　人口減少下において、より効率的な行政運営に努めていくため、南秋地域において町
村間連携の可能性を探る場を設置したほか、各市町村における自治体クラウド導入のた
め、情報システムの標準化等の課題解決に向けた検討を行うこととしました。また、由
利本荘市が中心市となり、にかほ市と「本荘由利地域定住自立圏」を形成し、互いに連
携・協力して人口減少対策に取り組むなど圏域全体の活性化を図ることとしています。

【データ実績】
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

　前年度よりも件数は増加したものの、取組実績が目標値に届かなかったため
Ｂ評価としましたが、引き続き市町村のニーズを調整しながら、県との連携掘
り起こしと市町村間の連携の促進に取り組みます。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

県・市町村が協働で取り組む事項にも、知事と県民との
意見交換会での県民意見を反映させるなど、取組項目
No.1との相乗効果が出るよう取組を進めてほしい。

市町村の区域を越えて行われる市町村同士の連携の取組
をより一層進めてほしい。

Ａ

秋田県・市町村協働
政策会議の運営

市町村の効率的な行
政システムの構築の
支援
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 5-(1)

取組内容

主な指標

ＩＣＴを活用した行政サービスの充実・拡大

・「秋田県総合防災情報システム」の適切な運用を行うとともに、「震度情報ネット
ワークシステム」を活用し、災害に強いシステムを整備、運用します。
・災害発生時の被害状況等について、「美の国あきたネット」や「秋田県防災ポータル
サイト」に掲示するとともに、県公式ツイッター等によりタイムリーに情報発信しま
す。
・市町村や関係機関からの災害関連情報等を集約し、県、市町村等で共有するととも
に、報道機関等に対して一括配信が可能なＬアラート（情報集約配信システム）を運用
します。
・県が所有する公共データの活用ニーズを把握し、ニーズの高いものからオープンデー
タとしてデータカタログの構築を行い、その活用を促進します。
・検索、閲覧システム「秋田県立図書館デジタルアーカイブ」へ、公文書、美術品等の
目録や画像データを順次追加するなど、内容を充実します。

・秋田県防災ポータルサイトへのアクセス数
　５，３７３件（平成28年度）　→　１５，０００件（令和3年度）
・公開したオープンデータ数（累計数）
　０件（平成28年度）　→ 　１００件（令和3年度）
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

・秋田県防災ポータルサイトへのアクセス数（平成３０年度）

　　１１，０３８件／月

・公開したオープンデータ数（累計）

H28年度 29 30 R1 2 3

目標 0 20 40 60 80 100

実績 0 35 42

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

平成３０年度取組実績

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

【実施状況の説明】

・平成２７年４月から新システムとして運用開始している「秋田県総合防災情報システ
ム」及び平成２９年４月から新システムとして運用開始している「震度情報ネットワー
クシステム」を活用して災害情報等の収集・伝達を行ったほか、「秋田県総合防災情報
システム」の運用体制維持を目的に、市町村等関係職員を対象とした操作研修を平成３
０年１１月及び平成３１年１月にそれぞれ実施しました。
・気象情報、避難情報等をよりタイムリーに情報発信するため、県公式ツイッターに自
動掲載となるよう県防災ポータルサイトの改修を行いました。
・市町村防災担当職員を対象に、Ｌアラートの習熟を目的としたＬアラート操作訓練
を、平成３０年４月及び同年５月に実施しました。
・情報集約配信システムを適切に運用できるよう、市町村担当職員を対象とした操作訓
練を平成３０年４月、５月、７月、１２月及び平成３１年２月に実施しました。また、
平成３０年５月、７月、８月及び９月の大雨並びに１０月の台風に際しては迅速・正確
に災害関連情報の配信を行いました。
・県が保有しているデータについて、所有課へオープンデータとしての公開可否を確認
し、公開を依頼したことで、掲載数が増加しました。
・平成３１年１月より「秋田県立図書館デジタルアーカイブ」のサーバ容量を拡大して
データ件数の増加に対応できる体勢を整備するとともに、スマートフォン専用画面の提
供を開始し、より県民が利用しやすい機能の整備に努めました。
・実績における登録件数の減は、電子書籍サービス休止に伴う登録データの削除による
ものです。

【データ実績】

・図書館等所蔵デジタルデータの登録件数
　　Ｈ２４：４５６，２８０／Ｈ２５：５９０，０１０／Ｈ２６：５９９，２１８
　　Ｈ２７：６０５，０２８／Ｈ２８：６０６，９５８／Ｈ２９：６０７，１９３
　　Ｈ３０：６０４，０９８

定期的な操作訓練を実施した結果、市町村等関係職員によるシステムの確実な
運用、操作の習熟が図られ、県民の利便性向上につながりました。また、オー
プンデータの公開や図書館等所蔵デジタルデータの登録は順調に進捗していま
す。オープンデータについては今後、活用ニーズの把握に取り組んでいきま
す。デジタルデータについてはサーバ容量の拡大によって、今後も円滑に運営
できる見通しが立ちました。また、スマートフォン利用への対応等、サービス
改善により、県民の利便性の向上が図られていることから、評価はＡとしまし
た。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 5-(2)

取組内容

主な指標

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

ＩＣＴを活用した職員間の情報共有の推進

・電子掲示板、共有サーバ等を活用することで、各種業務情報等を共有します。
・スマートデバイスを利用したテレワークやモバイルワークの実施に向けた環境整備を
進めます。

・実績の把握及び評価は、テレワークやモバイルワークの環境整備の進捗状況で行いま
す。

平成３０年度取組実績

－

【実施状況の説明】

　テレワーク用のパソコン及びモバイルワーク用のタブレットを用意して、職員からの
利用（貸出）申請に対応できるよう環境を整備しました。

【データ実績】

平成３０年度
・テレワーク用の貸出パソコン　　　　２０台
・モバイルワーク用の貸出タブレット　２０台

【参考：貸出台数実績】　　　　　　　　 H28年度　　 　H29年度　　 　H30年度
・テレワーク用の貸出パソコン　　　　　　　８台　　　　　８台　　　　　４台
・モバイルワーク用の貸出タブレット　　延１２台　　延１２７台　　延１８６台

テレワーク用もモバイルワーク用も、共に職員の需用を満たす環境が整備でき
ましたが、今後は利用率向上に向けて職員へ更なる周知を図る必要があるた
め、Ｂ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 5-(3)

取組内容

主な指標

電子申請が可能な手続の増加数

H25年度 26 27 28 29 30

6 11 9 7 6 28

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

電子申請・届出サービスの対象の拡大や手続の見直し

・現行の電子申請システムを、申請様式が簡易に作成できるシステムに再構築するとと
もに、現行の手続を見直すなどオンライン化対象手続の掘り起こしを行うことで、電子
申請が可能な手続の拡大を推進します。

・電子申請が可能な手続（申請様式）の増加数
目標：年間１０手続

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・申請様式を簡易に作成できる新しいシステムの本格運用を開始したとともに、全庁的
にオンライン化対象手続きの掘り起こしを行い、新たに２８手続を電子申請が可能な手
続としました。

【データ実績】

新システムの本格運用にあわせて全庁的にオンライン化が可能な手続きの掘り
起こしをしたことにより、電子申請可能な手続の増加数が指標の目標を達成し
たためＡ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 5-(4)

取組内容

主な指標

ＲＰＡの導入件数

H27年度 28 29 30

0 0 0 3 ※トライアル版による実証

【実施状況の説明】

新たなＩＣＴ技術を活用した庁内業務効率化の推進

・県民等からの問合せ対応業務等にＡＩを導入し、簡単な問合せを自動回答とするな
ど、業務の効率化を推進します。
・情報システムを使用する定型業務を、ソフトウェア型のロボット（ＲＰＡ）を使用し
て自動化することにより、業務の効率化を推進します。

・新たなＩＣＴ技術の導入により効率化された業務の件数

平成３０年度取組実績

・ＡＩについては、議事録作成支援サービスを一定期間無料で使用し、変換精度をテス
トするとともに、問合せ対応支援の実証に向けて、ワーキンググループを設置し作業を
行っています。
・ＲＰＡについては、対象業務選定のための調査を行い、無料トライアル版を使って、
削減時間の試算を行いました。

【データ実績】
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

災害以外の、県民の生活に関係する分野においても、行
政サービスへのＩＣＴ活用をもっと積極的に検討すべき
ではないか。

働き方改革を進めるため、職員にとって分かりやすく、
利用しやすい制度作りや環境整備に努めてほしい。

対象が大幅に増加しており、次年度以降も引き続き、対
象の掘り起こしなどの取組が進むことを期待します。

ＡＩやＲＰＡの導入は、対象業務次第で効果が大幅に異
なるため、定型業務の業務分析を行い、効果の高い業務
を洗い出してはどうか。

実績の３業務は、実証目的であることから、Ｂ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

Ｂ

ＩＣＴを活用した行
政サービスの充実・
拡大

ＩＣＴを活用した職
員間の情報共有の推
進

電子申請・届出サー
ビスの対象の拡大や
手続の見直し

新たなＩＣＴ技術を
活用した庁内業務効
率化の推進
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 6-(1)

取組内容

主な指標

H25年度 26 27 28 29 30

平成３０年度取組実績

86.1% 87.0%86.6%

公共施設の利用拡大及びサービス改善の推進

・公共施設毎に利用者数等の目標を毎年度定め公表するとともに、利用実績を検証し利
用拡大に努めます。
・公共施設利用者のサービス改善を進めるとともに、改善に係る具体的な取組状況を公
表します。
・利用者アンケートの調査手法を改善するなど、利用者ニーズのきめ細かな把握に努め
ます。

・公共施設顧客満足度（利用者アンケートにおける肯定的評価の割合）
　　目標値　８７．０％

【実施状況の説明】

　２９年度利用者数の実績及び３０年度の目標及びサービス改善のための取組を公表し
ました。また、利用者アンケートの実態を調査の上、顧客満足度を把握するためのアン
ケート回収数や評価項目（選択肢）数の統一基準を定め、令和元年度から実施すること
としました。

【データ実績】

公共施設顧客満足度（利用者アンケートにおける肯定的評価の割合）

86.3% 85.8%85.4%
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度意見への対応

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

利用者ニーズのきめ細かな把握に努め、公共施設のサービス改善につなげていくため、
利用者アンケート調査の統一基準の策定など調査手法の見直しを行い、令和元年度から
実施することとしました。

恒常的に満足度が低い施設については、その原因を探ることで今後のサービス改善につ
なげてほしい。

３０年度の顧客満足度については、前年度実績を上回り目標値を達成すること
ができましたが、利用者ニーズのきめ細かな把握を行うための取組を推進中で
あることから、Ｂ評価としました。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 6-(2)

取組内容

主な指標

総合評価が「Ａ」の施設割合

H25年度 26 27 28 29 30

93.8% 86.2% 86.2%
（６月末
集計・公
表見込）

指定管理者制度導入施設に係るサービスの質の向上

・指定管理者制度導入施設について、毎年度、指定管理者及び県による管理運営状況の
評価を実施し、その結果を公表します。
・指定管理者制度導入施設の一斉更新手続が行われる令和２年度までに、第三者評価制
度の導入など、評価制度の見直しを行います。

・総合評価が「Ａ」となる施設の割合
目標値　９４．０％

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

　２９年度の指定管理者導入施設の管理運営状況等について評価を実施し、評価結果を
県の公式ウェブサイトにおいて公表しました。評価結果は、６５施設中５６施設（８
６．２％）がＡ評価（良好な順にＡ～Ｃの３段階評価）となっています。
　また、第三者評価制度の導入も含めた評価制度の見直しについては、他県の評価制度
や２９年度の包括外部監査の意見等を踏まえ、現行制度の課題整理や課題への対応案の
検討などを実施しました。

【データ実績】

84.8% 87.5%
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

２９年度の総合評価「Ａ」の施設割合は、前年度と同率となったものの３０年
度以降の目標値を下回っています。また、見直しが必要な状況にある評価制度
は、現時点で見直しの途上にあることから、Ｂ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

平成３２年度までに第三者評価の導入など、評価制度の見直しを行うとのことであり、
期待したい。例えば年に２，３件でも実地調査を行うなど、より有意義な評価となるよ
うにしてほしい。

前年度意見への対応

指定管理者施設の評価制度について、現行制度の課題整理や課題への対応案の検討な
ど、具体的な見直し作業に着手しました。今後は、令和２年度に一斉更新の公募等が行
われることから、令和元年度中の改正を目指し取組を推進していきます。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 6-(3)

取組内容

主な指標

≪手続の簡素化・迅速化に関連する事務事業の見直し件数≫

H26年度 27 28 29 30

4 5 2 4 7

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

手続の簡素化、迅速化の推進

・県に対する申請、届出等の書類の簡素化とともに手続のオンライン化を推進します。
・「美の国あきたネット」などのオンライン上へ、申請、届出等書類の記載例や手続等
に係るＱ＆Ａの掲載を推進します。

・実績の把握及び評価は、事務手続の簡素化に係る事例やオンライン上での申請書類記
載例の掲載状況等で行います。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・事務事業の見直しを通じて申請書類等の簡素化や手続の迅速化を図るとともに、美の
国あきたネット等のコンテンツの整理を行うなどして、県民に分かり易い情報発信に努
めました。
※　手続のオンライン化については、取組項目５－（３）「電子申請・届出サービスの対象の拡大や手続の
見直し」において、具体的な取組が行われています。

【データ実績】

事務事業の見直しを通じて、「環境保全センター使用許可申請事務の簡素化」
など、７件の取組を実施しており、過去の実績件数を上回っていることから、
Ａ評価としました。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 6-(4)

取組内容

主な指標

－

【実施状況の説明】

地方の意向が反映されるための国への要望

・地方創生の推進や地方の財政基盤の充実・強化などについて、本県も含めた地方の意
向が反映されるよう、本県独自に要望するほか「全国知事会」等を通じて国に要望しま
す。

・実績の把握及び評価は、本県の要望等により実現した施策、事業の事例等で行いま
す。

平成３０年度取組実績

　地方の意向が政府予算や各種制度に的確に反映されるよう、各省庁に対し県単独で施
策・予算に対する要望活動を６月（要望５９件）と１１月（要望３４件）に実施したほ
か、全国知事会等を通じた要望活動なども実施しました。

【データ実績】
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度意見への対応

国への要望では、本県独自の取組の実効性の確保に繋がる提案も行うこととし、特に春
要望において積極的に行いました。
また、地方の事務・権限の移譲や地方に対する規制緩和に関する提案については、地方
分権改革の枠組みでも提案を行いました。

春秋の要望活動の結果、平成３１年度当初予算及び平成３０年度補正予算にお
いて農林水産業及び防災・減災、国土強靱化対策関連の公共事業を中心に前年
度よりも増額措置されたほか、幼児教育・保育の無償化、高等教育の無償化、
高速道路４車線化整備など、一定程度要望が反映されたことからＡ評価としま
した。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

国が打ち出す政策に対する「レスポンス」（受ける側として反応する）だけでなく、地
方が求めるものを打ち出す「提案」も積極的に行ってほしい。

Ｂ

公共施設の利用拡大
及びサービス改善の
推進

公共施設の利用拡大
及びサービス改善の
推進

地方の意向が反映さ
れるための国への要
望

利用者アンケート調査の手法改善に加えて、日常的な利
用者の声を分析し、満足度を低下させている個別要因に
ついても分析・改善できるよう検討してほしい。

満足度の低い項目を掘り下げるアンケートの工夫（改善
するためのアイデアを引き出す）を実施してほしい。

春要望の積極的な取組を今後もお願いしたい。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 7-(1)

取組内容

主な指標

業務全般にわたるきめ細かな改善等の推進

・常に業務の効率的実施に心がけるとともに、事務事業や業務フローを徹底的に見直し
た上でスクラップアンドビルドに努め、より効果的な業務遂行が図られるよう取り組み
ます。
・庁内会議の効率化や執務環境の改善など、身近な業務改善を推進します。
・事務処理マニュアルの確認と更新を徹底するなど、ナレッジマネジメントの手法を活
かした事務事業の見直しを推進します。
・県が実施する事務事業について、「廃止」、「縮小・効率化」等の観点から見直しを
進めます。
・事務ミス防止に係る職員研修を実施するとともに、事務ミス発生時には、ミスの内容
や原因等を組織全体で共有し再発防止に努めます。

・実績の把握及び評価は、業務改善に係る職員研修の実施状況や事務事業の見直し事例
で行います。

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

　「身近な業務改善」（業務改善を推進するための基本ルールの遵守）、「個別の業務
改善」（各課室ごとの業務の縮減や効率化等）、「全庁最適化」（組織横断的な業務の
改善）の３つの取組を推進し、職員一人ひとりが業務改善の意識をもって改善に取り組
む職場環境づくりに励むとともに、事務の一層の効率化と県民サービスの向上に努めま
した。
　また、事務ミス防止に向け、事務処理マニュアルに基づく事務の実施や管理監督職
員・役付職員向けの事務ミス防止研修を実施したほか、事務ミス発生時には部局長会議
や通知によりその原因等を組織全体で共有するとともに、注意喚起しました。

【データ実績】

・「身近な業務改善」として、班ごとにチェックシートを用いた自己点検を実施
・「個別の業務改善」として、課室ごとに「廃止」、「縮小・効率化」、「県民の利便
性向上につながる改善」等の観点から事務事業の見直しを実施
・「全庁最適化」として、部局をまたがる業務の改善等について、全職員からの提案を
募集（提案件数 １３６件）
・事務ミス防止研修　４回（新任の管理監督職員研修・主査級職員研修各２回ずつ）
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

第２期行財政改革大綱期間におけるこれまでの積極的な取組を評価するとともに、引き
続き、更なる意識向上を期待したい。

前年度意見への対応

　第２期行財政改革大綱における取組を拡充し、上記３つの取組をパッケージとして進
めることで職員の更なる意識向上を図っていくこととしています。

「身近な業務改善」、「個別の業務改善」、「全庁最適化」の３つの取組によ
り、業務改善を推進するための基本ルール遵守の意識を高めるとともに、各課
室等における業務の縮減や効率化等に資することができたほか、今後の組織横
断的な業務改善に向けての課題を集約できたことから、Ａ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 7-(2)

取組内容

主な指標

－

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

【実施状況の説明】

コミュニケーションの充実による円滑な業務執行

・班員の動向や業務予定について確認する「朝コミ」や、業務の執行状況を確認し、班
内の協力・分担体制を整える「夕（ゆう）コミ」を実施します。

・実績の把握及び評価は、「朝コミ」「夕（ゆう）コミ」の促進（通知・呼びかけ）の
実施状況で行います。

平成３０年度取組実績

業務全般にわたるきめ
細かな改善等の推進

業務改善の取組に加えて、同時に職員の意識改革を行う
ことも重要である。

・総務部長通知「時間外勤務等の縮減、労働時間管理の徹底及び年次休暇の計画的取得
の促進について」において、「朝コミ」及び「夕（ゆう）コミ」の積極的な活用を働き
かけました。

【データ実績】

「朝コミ」及び「夕コミ」の積極的な活用を呼びかけたことにより、朝コミを
中心に各所属に取組が浸透してきていることから、Ａ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－
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取組項目 8-(1)

取組内容

主な指標

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

政策等の評価制度の見直し

・評価の実施がより効率的で効果的となり、かつ、県民に分かりやすいものとなるよ
う、政策等の評価の手法や基準について、「秋田県政策評価委員会制度改善部会」等の
検討及び点検の結果を踏まえて、見直しを行います。

・実績の把握及び評価は、外部委員の検討及び点検の結果を反映した政策等の評価制度
を踏まえて定められる評価実施計画で行います。

平成３０年度取組実績

－

【実施状況の説明】

より分かりやすい評価となるよう、政策評価委員会制度改善部会における検討結果や他
県の状況等を踏まえ、評価基準の厳格化や判定方法の明確化を図りました。また、県民
意識調査で新たに不満足の理由を調査することとし、評価での今後の対応方針の作成に
反映させるなど、評価制度について見直しを行いました。

【データ実績】

評価制度について見直しを行った内容を、年度当初に定める「知事が行う政策等の評価
に関する実施計画」に反映させ、翌年度から見直し後の評価制度に基づき評価を行うこ
ととしました。

評価制度の見直しにより、評価がより客観的で分かりやすくなったほか、県民
意識調査結果のより有効な活用が図られるようになったものと考えており、Ａ
評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 8-(2)

取組内容

主な指標

知事部局職員数

H29年度 30 R1

実　績 3,207人 3,198人 3,191人

前年度比 － △9人 △7人

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

職員数の適正管理

・新たな行政課題に対応しながら、質の高い行政サービスの提供を可能とする職員数を
維持していきます。
・職員の年齢構成のバランスを考慮しながら新規採用を行い、職員数を平準化していき
ます。
・県職員として長年培った知識や経験を活用できる部門に再任用職員を適正に配置しま
す。
・臨時的任用職員、非常勤職員について、それぞれの職の業務内容等を踏まえ、新たに
導入される会計年度任用職員へ移行させた上で、適正に配置します。（令和２年４月）

・知事部局職員数（再任用職員、任期付職員、平成２９年７月の大雨被害対応のための
前倒し採用職員を除く。）
現在の定員管理計画の最終目標数（平成２９年４月１日現在）
３，２２０人
→上記目標数の１％程度縮減数（令和３年４月１日現在）
３，１９４人

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・新規採用者数の平準化や職員の年齢構成のバランスも考慮しながら、職員数の適正管
理に努めました。
・再任用職員について、本人の希望を踏まえながら、知識・経験を活用できる部門への
配置を行ないました。

【データ実績】

職員数の適正管理及び再任用職員の適正配置を行なったことから、Ａ評価とし
ました。
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取組項目 8-(3)

取組内容

主な指標

－

【実施状況の説明】

行政課題に即応した効率的な組織体制の構築

・組織の再編や年度途中における異動等、必要に応じて適時的確かつ柔軟に組織体制を
構築します。

・実績の把握及び評価は、構築した組織体制の実績で行います。

平成３０年度取組実績

新たな行政課題に対応するとともに、「第３期ふるさと秋田元気創造プラン」に掲げる
重点戦略をより一層推進するため、次のとおり組織再編を行いました。
・新たなコミュニティ生活圏の形成を図りながら持続可能な地域づくりを推進するため
「地域の元気創造課」及び「活力ある集落づくり支援室」を統合した「地域づくり推進
課」の設置
・医療従事者の確保対策を一体的に推進するため、看護師、薬剤師等の確保対策に関す
る業務を「医師確保対策室」に集約した「医療人材対策室」の設置
・「人と動物が調和しつつ共生する社会」の実現に向け、収容犬猫の適正譲渡や動物の
適正飼養等を促進するため、動物愛護の取組拠点として「動物管理センター」を「動物
愛護センター」に改編

【データ実績】
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度意見への対応

人口減少対策の一環として、新たなコミュニティ生活圏の形成及び持続可能な地域づく
りの推進のため、一課一室を統合し、新たに「地域づくり推進課」を設置しました。

　平成３１年度に向け、班単位での組織再編も含め、柔軟かつ臨機応変に組織
再編を行ったことから、Ａ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

知事は平成３０年度の年度初めの訓示で、人口減少対策について、具体的な指示をした
が、今後も、県政の重要課題に柔軟に対応できるよう、組織の見直しを進めてほしい。
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取組項目 9-(1)

取組内容

主な指標

多様な災害に対応した地域防災力の強化

・防災士を「自主防災アドバイザー」として地域に派遣し、防災意識を高めながら、地
域の災害対応力を強化する取組を支援します。
・優良な自主防災組織を表彰することにより、住民への活動周知と新たな組織立ち上げ
への機運を醸成します。
・洪水時における円滑かつ確実な避難及び的確な水防活動等を実現するため、県、市町
村及び気象台が協力し、県内８地域それぞれにおいて策定する「県管理河川減災計画取
組方針」に基づき、「河川改修」及び「水位周知河川の追加」などの対策を一体的、計
画的に推進します。
・防災情報に係る各種システムにより、災害時に市町村や関係機関からの災害関連情報
等を集約し、県・市町村等で共有するとともに、県民に対して迅速・正確に情報を提供
します。

・自主防災組織率（「秋田県防災・減災行動計画」中の目標値）

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・災害時には、自助・共助・公助の連携、とりわけ初動時の避難、救助における自主防
災組織の活動が重要であることから、自主防災組織の育成・強化のため、防災士を自主
防災アドバイザーとして地域に派遣（２３回）したほか、自主防災組織育成指導者研修
会（８か所）、自主防災組織リーダー講習会、優良自主防災組織表彰（１団体）などの
事業を実施しました。
また、災害時の初動対応を中心に、県民防災の日訓練（図上訓練）、市町村との共催に
より夏・冬の総合防災訓練（実動訓練）を実施しました。

・情報集約配信システムにより、平成３０年５月、７月、８月及び９月の大雨並びに１
０月の台風において、市町村からの避難発令等災害関係情報を集約してＬアラートに配
信することにより、報道機関等を通じ県民に対して迅速・正確な情報の提供を行いまし
た。

・河川改修や水位周知河川の追加など、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に推
進するに当たり、８地域で６月から７月にかけて、第３回目の「県管理河川減災対策協
議会」を実施し、危機管理型水位計の設置やホットラインの実施について協議するな
ど、関係機関と連携し計画的な減災対策の推進を図りました。
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自主防災組織の組織率

H26年度 27 28 29 30

組織率 74.4% 77.3% 68.7% 69.6% 70.5%

県管理河川減災対策協議会の開催回数

H29年度 30 R1 2 3

目標 16 8 8 8 8

開催 16 8

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

自主防災組織の組織率について、自治体ごとにばらつきがあるので、課題や成果を的確
に把握するとともに、実効性のある地域防災体制となっているかを吟味しながら取組を
進めてほしい。
子どもも含めて、地域全体の防災意識の向上に取り組んでほしい。

前年度意見への対応

令和元年度から市町村と連携し、地域の自主防災組織の立ち上げや活動の活性化を支援
するため、新たに「自主防災リーダー育成事業」を実施し、実効性のある地域防災体制
の構築を目指します。また、「自主防災アドバイザー」の積極的な派遣等により、子ど
もから高齢者までの防災意識の向上を図っていきます。

【データ実績】

一部の市町村においては、自主防災組織としての能力を十分に有していない組
織を除いたことから、組織率が減少しましたが、そうした市町村においては、
自主防災リーダーの育成などの取組を強化しており、県においても様々な支援
を行うことにより組織の立ち上げも着実に増加してきています。
またH30年度の災害時にはシステムにより県民に対して迅速・正確な災害関係情
報を提供できたほか、減災対策協議会開催回数も目標達成したことからＡ評価
としました。
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取組項目 9-(2)

取組内容

主な指標

ＢＣＰ策定市町村数

H26年度 27 28 29 30

2 5 13 15 17

平成３０年度取組実績

業務継続体制の整備

・災害や危機の発生時でも適切な業務を遂行することを目的に、応急業務や継続実施
が求められる業務を特定するとともに、必要な人員や資材の確保を図ります。
・災害や危機の発生時に業務の継続実施を図るための指針となる「業務継続計画（Ｂ
ＣＰ）」について、研修会の実施やヒアリング等を通じ、市町村の早期の策定を支援
します。
・全庁版のＩＣＴ部門業務継続計画書（ＩＣＴ－ＢＣＰ）を完成させます。
・県組織の改編等に合わせて「新型インフルエンザ発生時における業務継続ガイドラ
イン」の見直しを行います。

・「秋田県防災・減災行動計画」におけるＢＣＰ策定済市町村数

【実施状況の説明】

・秋田県業務継続計画に基づき、大規模災害時に優先して実施すべき業務を的確に行
うことができるように、必要な人員を確保する体制を構築しました。

・保険会社との協定を活用し、市町村の業務継続計画策定を促すための研修を実施し
ました。

・全庁版ＩＣＴ－ＢＣＰの完成に向けて、関係各課が所管する重要システムに係るＩ
ＣＴ－ＢＣＰを集約し、また新たなリスク想定とその対応等を検討して、計画の内容
の見直しを進めました。

・新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、政府が新型インフルエンザ等緊急
事態宣言を発令した場合において知事が使用の制限を行う対象となる施設を調査しま
した。

【データ実績】
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自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度意見への対応

各種災害のハザードマップを基に、想定できる災害ごとの業務継続計画策定の取組を
進め、市町村にも働きかけていきます。また新型インフルエンザ等発生時における業
務継続体制については、具体的な発生事例を想定しながら引き続き見直していきま
す。

業務継続体制の
整備

あらゆる災害においても行政が混乱することのないよう
備え、災害時にＩＣＴが活用できない場合を想定したＢ
ＣＰについて検討してほしい。

大規模災害時の優先業務及び業務執行体制の確認を行い、業務継続の構築は
概ね順調に取り組んでいます。完成版ＩＣＴ－ＢＣＰについては、完成に向
けて計画内容の見直し、整理を進めたことからＢ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

様々なケースを想定して、行政が停滞することのないように業務継続体制を整えてほ
しい。
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取組項目 10-(1)

取組内容

主な指標

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

適正な事務執行の確保（内部統制）

・内部統制に関する基本方針を策定、公表するとともに、全庁的な取組を推進するため
の体制整備を行います。
・各部局において、県が取り扱う事務上のリスクを評価し、その結果を評価報告書とし
てまとめ、監査委員の審査に付した上で、議会に提出し、公表します。

・実績の把握及び評価は、内部統制に係るスケジュールの進捗状況で行います。

平成３０年度取組実績

－

【実施状況の説明】

　地方自治法の改正により、令和２年４月１日から都道府県知事等に対して導入が義務
付けられた「内部統制制度」について、部局長会議において本県における内部統制制度
の導入指針案を説明し、４月以降の具体的な検討作業に備え、知事及び各部局長等へ周
知を図りました。

【データ実績】

・平成３１年３月２５日　部局長会議を開催
　（議題）「内部統制制度の導入指針」（案）について
　（出席者）部局長会議構成員
　（説明項目）（１）地方公共団体に対する内部統制の制度化の趣旨
     　       （２）制度の概要
       　     （３）制度の導入により期待される効果
       　     （４）県として当面の対応が必要な事項
       　     （５）本県における内部統制の基本的方向性

　平成３１年度から内部統制制度の具体的な検討を行っていくにあたり、職員
の意識の共有化を図るため、当該制度の導入趣旨や概要・効果を分かり易くま
とめるとともに、県として対応が必要な事項や議論の基本的な方向性を整理
し、導入指針案として定めることができたことからＡ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 10-(2)

取組内容

主な指標

－

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

職員の再就職に関する透明性の確保

・毎年度、退職者の再就職状況を「美の国あきたネット」に掲載するとともに、報道機
関に情報提供します。

・実績の把握及び評価は、再就職の公表等の実施状況で行います。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

平成２９年度退職者の再就職状況をとりまとめた「平成２９年度秋田県職員退職者等の
再就職状況について」を秋田県ウェブサイト「美の国あきたネット」に掲載したほか、
報道機関に情報提供しました（公表日：平成３０年８月３日）。

【データ実績】

公表内容の新聞掲載により、県民が職員の再就職に関する情報に接することが
可能となっており、透明性の確保につながっていることから、Ａ評価としまし
た。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 10-(3)

取組内容

主な指標

総合評価落札方式の実施割合（予定価格4,000万円以上の工事）

H26年度 27 28 29 30

目標 50.0% 50.0% 50.0% 50.0% 50.0%

実績 44.0% 49.1% 45.0% 48.4% 46.8%

前年度比 － 5.1% -4.1% 3.4% -1.6%

目標達成率 88.0% 98.2% 90.0% 96.8% 93.6%

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

総合評価落札方式の推進

・企業の技術力や創意工夫による品質、性能の向上等が期待出来る工事を対象に総合評
価落札方式による入札を推進します。

・総合評価落札方式による入札実施目標　５０％
（予定価格４千万円以上の工事）

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

　発注公所へ総合評価落札方式の周知・情報共有を行うとともに、発注公所の意見を取
り入れ事前承認型の対象工種のさらなる追加を行うなど適用しやすい環境を整えること
により、実施割合の向上を図りました。

【データ実績】

　総合評価落札方式実施割合の向上の取組にあたり、発注公所への文書による
周知及び情報提供を行いました。農林水産部、建設部以外の発注公所における
適用実績が低迷と、災害復旧工事の増加等により、入札不調案件が多発したこ
とから、昨年度実績を下回る結果となったため、B評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 10-(4)

取組内容

主な指標

予定価格事後公表のモデル的試行実施件数

H24年度 25 26 27 28 29 30

37 37 34 44 53 50 43

- 0 -3 10 9 -3 -7

建設工事における予定価格の公表時期のあり方の検討

・建設工事の予定価格の事後公表をモデル的に試行し、事前公表する工事と入札の傾向
や工事成績評定の結果等を比較・分析することで、公表時期のあり方の検証を行いま
す。

・実績の把握及び評価は、「事後公表のモデル的試行実施件数」で行います。

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

地域振興局農林部又は建設部の発注工事のうち、設計金額４，０００万円以上の一般土
木工事と設計金額２，０００万円以上の舗装工事を対象として、合計４３件の工事につ
いて、予定価格事後公表のモデル的試行を実施しました。
また、入札金額や工事成績評定等の状況について、予定価格事前公表工事との比較検証
を行い、予定価格の事前公表による弊害等が生じていないことを確認しました。

【データ実績】

実績（件）

前年度比
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

建設工事の入札における予定価格の公表時期のあり方について引き続き検証を行うこと
で、制度の適切な運用の確保を図りました。

総合評価落札方式の
推進

総合評価落札方式の実施割合が昨年度実績を下回ったの
は外的要因によるやむを得ない事情で、行政側の問題で
はないと考える。次年度以降も引き続き実施割合向上に
努めていただきたい。

昨年来頻発する入札不調等により、実施件数は昨年度より減少したものの、一
定数の実施件数を確保し、事前公表との比較による検証を実施することができ
たためＡ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

事業の効率及び品質の改善につながるよう、引き続き、制度の適切な運用に努めてほし
い。

前年度意見への対応
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 11-(1)

取組内容

主な指標

県とNPO、公益法人、企業、大学等との協働件数 単位：団体

H26年度 27 28 29 30

実　績 1,429 1,720 1,788 2,510 2,494

様々な地域活動を展開する団体の育成、協働

・ＮＰＯ等の経営体質の強化を図るため、県内３箇所の市民活動サポートセンターを拠
点としたきめ細かな経営指導と積極的な情報発信に努めます。
・ＮＰＯと企業との連携による地域貢献活動の促進やコミュニティビジネスの普及・拡
大を推進します。

・県とＮＰＯ、公益法人、企業、大学等との協働に参加する団体数の拡大
令和３年度の目標値　２，０００団体

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

市民活動サポートセンターにおいて、NPO等の設立、運営及び会計処理等に関する相談に
対応したほか、NPOやボランティア団体の活動や助成金等の情報発信に取り組みました。
また、NPO、企業及び行政等との協働を促進するため、市町村担当者会議、地域活力発見
フェスタ及びCSRプロモーション事業等を実施したほか、コミュニティビジネスの立ち上
げ支援などに取り組みました。

【データ実績】
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

今後はＮＰＯ等の担い手も高齢化して確保が難しくなってくると思うので、その対応も
検討してほしい。

前年度意見への対応

県内３箇所の市民活動サポートセンター等を活用して、若者の社会参加の促進を図ると
ともに、ＮＰＯの設立等の支援に取り組みます。

NPO団体等の育成・強化を図るとともに、多様な主体との協働に向けた取組を通
して、目標値を達成したことからＡ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績

取組項目 11-(2)

取組内容

主な指標

県と県人会との協働事業実施件数

H27年度 28 29 30

件数 11 11 10 11

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

－

県人会との協働の推進

・全国各地で活動する県人会と協働して秋田県のＰＲイベント等を行います。
・移住定住やＡターンなどの施策に関する情報提供窓口として県人会のネットワーク
を活用します。

・県と県人会との協働事業実施件数
　目標　→　年１０件

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・「全国ふるさと県人会まつり（名古屋市）」や「わんダフル秋田（大阪市）」と
いったイベントにおいて、地元県人会と協働してブースを出展し、秋田のＰＲを行い
ました。
・各地の県人会に対して、移住定住、Ａターン、ふるさと納税等のパンフレットを送
付して会員への周知を図るなど、ネットワークを活用した情報発信を行いました。

【データ実績】

ネットワークを活用した情報発信を積極的に行ったほか、協働事業実施件数
が目標を達成したことから、Ａ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 11-(3)

取組内容

主な指標

企業や県民等の社会貢献活動への参加の促進

・県内３箇所の市民活動サポートセンターにおいて、ＮＰＯ法人やボランティア団体に
対する相談対応や情報提供、ボランティア講座の開催等により、子どもから高齢者まで
の多世代が社会貢献活動に気軽に参加できる機会を提供します。
・地域の住民や企業等との協働により、道路や河川、漁港などの一定区間について、自
発的に環境美化、維持管理に取り組む活動（アダプトプログラム）を推進します。
・地域課題と大学等の資源のマッチングを促進するとともに、大学や学生等による地域
貢献活動を支援します。

以下の数の増加
・県内３箇所の市民活動サポートセンターにおける相談件数
  （平成２８年度　１，６９１件）
・道路及び河川のアダプトプログラム参加団体数
　（平成２８年度　６８団体）
・漁港のアダプトプログラム参加団体数
　（平成２８年度　４団体）

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・市民活動サポートセンターにおいて、NPOやボランティア団体の設立や運営等に関する
相談に対応するとともに、次世代の市民活動担い手育成事業やシニア地域デビュー講座
等を開催するなど、県民の社会貢献活動への参加の促進に取り組みました。

・地域の住民や企業等との協働により、道路・河川・漁港の一定区間について、自発的
に環境美化、維持管理に取り組む活動（アダプトプログラム）を推進しました。
各地域振興局においても、環境美化活動が継続して実施されたほか、ＨＰへの掲載など
によりアダプトプログラムへの参加促進に努めました。

・大学、短期大学等の地域貢献の取組を促進するため、高齢化が進む本県において、食
生活の面から県民の健康づくりを支える栄養士のスキルアップとライフワークバランス
の向上を目指す取組など、私立大学、短期大学、専門学校が行う地域課題解決に向けた
事業を支援したほか、県が設置した公立大学法人に運営費交付金を交付し、県内の自治
体や企業等と連携した地域振興のための活動や地域における国際交流活動などの取組を
支援しました。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

　 　　　市民活動サポートセンターにおける相談件数

H26年度 27 28 29 30

実績（件） 1,469 1,574 1,691 1,841 2,048

　　　　 道路及び河川のアダプトプログラム参加団体数

H27年度 28 29 30

累計（団体） 67 68 75 78

　　　　 漁港のアダプトプログラム参加団体数

H26年度 27 28 29 30

累計（団体） 2 4 4 5 5

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

【データ実績】

県立大学においては、県内企業等との共同研究、受託研究を前年度を上回る
６７件実施したほか、国際教養大学においては、新たに連携協定を締結した羽
後町など８つの市町村等との間で、外国人留学生による小中学生等との相互訪
問やホームステイなどを行いました。
道路・河川や漁港のアダプトプログラムについては、企業・団体等による環境
美化活動を継続して実施することが出来たほか、取組件数も増加しています。
しかしＮＰＯ等の経営基盤の強化や後継者の確保など困難な課題の相談が増加
してきていることから、相談員のスキルアップや関係機関との連携強化を図る
とともに、その情報共有に取り組んでいく必要があることから評価をＢとしま
す。

59



新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 11-(4)

取組内容

主な指標

職員の地域貢献活動への参加の促進

・自治会活動への参加や消防団員、スポーツボランティア、除雪ボランティア等、職員
が地域貢献活動に積極的に関わることを推進し、継続的に従事する職員については、勤
務地など人事配置の面でサポートします。
・５月から１０月までの毎月最終水曜日の朝の通勤時間等を利用したクリーンアップ活
動を実施します。

ボランティア活動に参加する県職員を増やすこと
・県職員スポーツボランティアチーム登録者数（令和３年度　１００人）
・県庁除雪ボランティア隊活動登録者数（令和３年度　６００人）
・みんなでクリーンアップ作戦参加者数（令和３年度　５，５００人）

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・職員の地域貢献活動への積極的な参加を推進するため、定期人事異動方針において、
消防団員・自治会役員・スポーツ少年団指導員、ＮＰＯ活動などの事例を示しながら、
地域貢献活動に一定期間にわたり継続して従事する必要がある職員については、異動時
に配慮することを明記し各所属に周知するとともに、平成３１年度定期人事異動におい
てこうした事情への配慮に努めました。

・年度初めに県庁スポーツボランティアチーム登録の募集をかけ、登録者の増加を図る
とともに、ボランティア対象となる大会等の情報を収集し、登録者へ提供しました。

・庁内各課等に募集チラシの配布等を行い、県庁除雪ボランティア隊の登録者募集を呼
びかけた結果、６２６人の登録がありました。また、高齢者宅等の除雪ボランティアに
ついて、社会福祉協議会等の要請に基づき、県職員延べ４０人が延べ９世帯でボラン
ティア活動を行いました。

・「みんなでクリーンアップ作戦」として、５月から１０月までの毎月１回（最終水曜
日）県職員が通勤途中や昼休みに庁舎周辺の環境活動を行いました。より多くの職員に
参加してもらうために、庁内放送、庁内職員等へのメール連絡や掲示板での実施日の周
知に加えて、県警本部から各警察署にも参加を呼びかけていただきました。その結果、
目標を上回る８,１７７人の参加者数となりました。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

　 県庁スポーツボランティアチーム登録者数　(人）

H26年度 27 28 29 30

66 70 78 80 85

県庁除雪ボランティア隊活動登録者数 （人）

H26年度 27 28 29 30

426 500 528 625 626

みんなでクリーンアップ作戦参加者数 （人）

H26年度 27 28 29 30

4,512 4,549 4,475 7,461 8,177

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

県は「秋田版生涯活躍のまち構想」を推進しており、退職した県職員は是非そのモデ
ル・先導役になってほしい。

前年度意見への対応

退職後もボランティア活動への関心を高められるよう、募集案内やボランティア情報を
県職員に広く周知しています。

【データ実績】

スポーツボランティアについては昨年度よりも登録者数を増やし指標へ近づく
ことができました。また県庁除雪ボランティア隊の活動登録者数については目
標の６００人を上回り、ボランティア活動に積極的に取り組むことができたほ
か、みんなでクリーンアップ作戦の参加者数は、積極的な呼びかけの結果、過
去最高の参加者数となり、目標値を大きく上回る結果となったことからＡ評価
としました。

Ｂ

今まで支援、立上げに関わったＮＰＯの実態・状況を把
握し常に見守ることも必要。目標達成だけで終わってい
るように思う。

毎年の実施件数がほぼ同数で推移しており、活動がマン
ネリ化している可能性はないのかなど、効果の検証や見
直しを一定期間ごとに行ってはどうか。

ＮＰＯの支援については11-(1)と併せて、設立だけでな
く運営の支援を引き続き充実させてほしい。

職員の皆さんが積極的に地域貢献に取り組んでおり、す
ばらしい。こういった活動をこれからも進めるととも
に、県民に積極的に広報していただきたい。

様々な地域活動を展
開する団体の育成、
協働

県人会との協働の推
進

企業や県民等の社会
貢献活動への参加の
促進

職員の地域貢献活動
への参加の促進
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取組項目 12-(1)

取組内容

主な指標

H26年度 27 28 29 30

全講座平均 3.9 3.9 3.9 3.9 3.9

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

キャリアステージに応じた研修等による教員の資質能力の総合的な向上

・本県の教職課程を持つ大学の有識者等を構成員とする「秋田県教員育成協議会」にお
いて、教員に係る養成、採用及び研修を一体的に捉えた資質能力向上の方向性について
協議します。
・教員育成指標に基づき研修体系の見直しを行い、教員のキャリアステージに応じて身
に付ける資質能力を明確にします。
・研修の実施元となる総合教育センターにおいて、各種研修の受講者アンケート等によ
り満足度を把握します。

・実績の把握及び評価は、教員育成指標及び教職員研修体系の策定状況及び研修等の実
施状況で行います。

平成３０年度取組実績

－

【実施状況の説明】

・前年度策定した「秋田県教員育成指標」の運用により、教職員一人一人のキャリアステージに応
じた資質能力の向上を目指す研修を推進しました。
・秋田県教員育成協議会等の開催により、初任者研修等を本県の実態に即した内容に変更するとと
もに、養護教諭・栄養教諭の育成指標を策定しました。また、教職員研修体系を実施予定の研修等
に整合させるため一部改訂しました。

【データ実績】

総合教育センターの研修講座の受講者による自己評価を、Ａ～Ｄ（Ａ：有意義だった（４点）、
Ｂ：やや有意義だった（３点）、Ｃ：あまり意義がなかった（２点）、Ｄ：意義がなかった（１
点））により自己評価したもの。

予定していた「初任者研修等の変更」「養護教諭・栄養教諭の育成指標策定」
「教職員研修体系の一部改訂」をすべて完了できたことからＡ評価とします。
なお、これらの実際の運用は平成31年4月からとなります。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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取組項目 12-(2)

取組内容

主な指標

教育専門監の活用による学校等の教育力の向上

・勤務校において、ＴＴ（ティームティーチング）による授業実践や教材の紹介、教材
研究を行うことにより、教師の指導力を高めます。
・要請に応じて勤務校以外の学校や各種研修会等に教育専門監を派遣し、各教科、特別
支援教育、部活動等の専門事項について、相談や指導及び助言を行います。

・実績の把握及び評価は、「勤務校における教育活動の実績」及び「勤務校以外の幼稚
園、保育所、認定こども園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等や各種研修会
等における指導及び助言の実績」で行います。

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

　小・中学校及び義務教育学校においては、全県１９市町に３７名の教育専門監を配置
し、教科指導に卓越した力を有する教育専門監の資質能力を複数の学校に活用し、学校
の教育力向上を図りました。本務校及び近隣の兼任校において、ティーム・ティーチン
グによる授業実践や、自らの教育実践の公開等を通じて、若年からベテランまで多くの
教員の指導力向上に貢献しました。
　高等学校においては、１５名の教育専門監を配置し、配属校での授業公開や各種研修
会での指導・助言を行いました。部活動では、高校生の指導にとどまらず、中学生以下
の子どもたちにも競技の魅力や練習方法を伝えるなど、競技の裾野拡大にも取り組みま
した。学校保健では、研修会の講師として様々な問題を抱える生徒への対応について指
導・助言を行いました。
　特別支援教育においては、高等学校に２名、特別支援学校に９名の教育専門監を配置
し、幼稚園等、小・中学校、高等学校、特別支援学校など、幅広い学校等に対して、特
別なニーズのある幼児児童生徒への指導・支援の在り方について、教職員への助言、就
学に関する保護者等への相談支援、高校生の進路相談等に関する支援を行い、各校の教
育力向上を図りました。
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自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

小中学校でのティーム・ティーチングによる指導の充実は、素晴らしい取組なので、継
続して取り組んでほしい。
秋田で教育を受けた子供たちが、受けてきた教育に誇りを持てるように、秋田の教育に
関する優れた取組内容をもっとＰＲしてほしい。

前年度意見への対応

　小中学校においては、２月現在で１３名の教育専門監が県外からの依頼により全国各
地に赴き、延べ２０回の講話や授業提示等を行いました。また、「秋田の教育資産を活
用した海外交流促進事業」に関連し、２名の教育専門監がタイ王国との交流や現地小学
校での授業提示のため海外に派遣されるなど、秋田の教育を国内外に広くアピールする
ことができました。
  高等学校においては、本県を会場に開催された全国高等学校国語教育研究連合会第５
１回研究大会において、研究授業に対する指導・助言を行い、本県の授業力の高さをア
ピールすることができました。

【データ実績】

小中学校及び義務教育学校
１．児童生徒の変容について
　「教科の学習が好き」「授業が楽しい」「授業の内容がよく分かる」「考えるのが楽
しい」「話合いの内容が充実した」と回答した児童生徒の割合が増加したこと、県学習
状況調査や単元評価問題での通過率が県平均を上回り、前学年時と比較して伸びが見ら
れたという報告がありました。
２．教員の変容について
　単元の流れの見通しをもつことができるようになり、押さえるべきポイントを捉えら
れるようになったことや、具体的な発問や板書構成、児童への言葉がけ、授業のまとめ
方等を学んだことで授業後の研修会の充実につながり、教員の研修意欲が高まったとい
う報告がありました。
  高等学校の教育専門監は、各分野の高い専門性を活かした指導・助言を行い、教員の
指導力及び生徒の学力・競技力の向上に寄与しました。平成３０年度は、スキー競技で
国際大会に参加する選手も育っています。
　特別支援教育の教育専門監は、年間平均で一人当たり約１１５回の派遣要請に応じて
います。内訳は幼稚園等は２０回、小学校は３１回、中学校は６回、高等学校は１１
回、特別支援学校は１回、その他講演等が４４回です。

　小・中学校及び義務教育学校においては、本務校及び兼任校における学級担
任や教科担任との教材研究やティーム・ティーチングによる授業実践を通して
教員の授業力を向上させ、児童生徒の学力向上につなげることができたほか、
上記「データ実績」からＡ評価としました。
  高等学校においては、配属校で主要な主任を務める教育専門監が増えている
ため、依頼を受けての派遣実績は減っていますが、メールでの質疑応答など、
多様な手段で指導・助言を行っています。
  特別支援教育においては、教育専門監の派遣により、各校種への助言や講演
等を行うことで、特別なニーズのある幼児児童生徒への指導に関する課題解決
に寄与し、各校種の自校解決力が向上しています。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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取組項目 12-(3)

取組内容

主な指標

－

【実施状況の説明】

学校規模の適正化による魅力ある学校づくりの推進

・第七次秋田県高等学校総合整備計画（平成28～37年度）に基づき、湯沢翔北高校雄勝
校、能代地区専門系統合校、能代高校定時制課程を設置します。

・実績の把握及び評価は、湯沢翔北高校雄勝校、能代地区専門系統合校、能代高校定時
制課程の設置に向けた取組状況で行います。

平成３０年度取組実績

各学校等の開設準備事務局を設置し、関係各校の連携を深めるとともに、教育課程等の
準備を進めました。
能代地区専門系統合校整備事業において実施設計を行い、校舎解体に伴う機能移転の準
備を進めました。

【データ実績】
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自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

実施設計や機能移転の準備、教育課程の検討等を円滑に遂行することができた
ことから、Ａ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

学校統廃合に当たっては、単なる数合わせにならないよう、各学校の特質が生かせるか
や、地域への影響（特に旧町村部）、地域感情にも十分配慮してほしい。必ずしも、小
規模校が教育上不利というものではないと感じる。

Ａ

前年度意見への対応

統合等再編整備の推進においては、自治体や関係者から意見を伺い、できるだけ配慮す
るようにしたほか、各学校の特色ある取組の充実に資するよう、第七次秋田県高等学校
総合整備計画実施協議会を主催し、意見交換や情報交換の機会を設定しました。

優れた教育環境を提供している県として、今後も引き続
き取組を進めてほしい。

教育専門監の授業はすばらしい。親や希望者に授業に触
れる機会をつくる工夫をお願いできればと思う。

教育専門監の活用に
よる学校等の教育力
の向上

教育専門監の活用に
よる学校等の教育力
の向上
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取組項目 13-(1)

取組内容

主な指標

職員研修の充実と研修メニューの最適化

・人事評価（能力評価）の能力・行動区分に対応した「能力開発研修」、新規採用職員
から課長級の幹部職員など、一定の年齢や職階にある職員を対象とした「役職段階別研
修」及び働きやすい職場づくりに組織的に取り組む「組織力向上研修」の効果的な組み
合わせにより、職員が必要な研修を必要な時期に受講できるようにします。
・毎年度の研修評価を踏まえ、科目構成や実施方法の改善を行います。

・実績の把握及び評価は、研修評価を踏まえた研修メニューの見直し状況で行います。

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・平成２９年度の自治研修所における研修について、受講者、自治研修所が各々評価を
行い、評価内容を担当講師と共有することで、研修内容の改善に努めました。また、研
修内容に対しては、研修目的やねらい・効果に関する意見や、事前準備、学習内容、研
修教材、相互学習などについての受講者の評価を踏まえるとともに、研修所における研
修評価会議での改善・検討を踏まえ、次年度以降の効果的な研修実施に反映させるよう
努めました。

(平成３０年度の研修の改善内容等について)
・能力開発研修において、他研修との内容の重複、過年度の受講者数、自治研修所にお
いて実施する上記研修評価結果などから、研修の優先度が低い研修科目を廃止し、新た
に、「異文化理解とコミュニケーション」、「情報発信力強化」、「レジリエンス向
上」を実施しました。
・「課長級職員研修Ⅱ」を新設し、新たに本庁課室長となった職員を対象に、正確かつ
丁寧な情報発信及び危機発生時の適切な初動対応に関する研修を実施しました。
・主査級職員研修（主査級に昇任した職員が対象）を受講した職員が、副主幹級に昇任
するまで、必修による受講機会がなかったため、能力開発研修において主査級３年目職
員を新たに受講対象とし、切れ目なく研修が行われるようにしました。
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自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

より有効な研修へ向けて積極的な改善を行っていることは評価できるので、継続して取
り組んでほしい。

前年度意見への対応

新たに本庁課室長となった職員には、正確かつ丁寧な情報発信力及び危機発生時の適切
な初動対応が求められているため、情報発信及び危機管理をテーマとして「課長級職員
研修Ⅱ」を実施しました。能力開発研修においては、主査級３年目職員を新たに受講対
象とし受講機会を増やしたほか、新規科目を３科目新設するなど、積極的な改善を行い
ました。

研修の評価結果や受講者に対するアンケートに応じた改善を行ったほか、合同
研修を実施している市町村などの意見を踏まえて、次年度の研修方法の見直し
を行ったことから、Ａ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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取組項目 13-(2)

取組内容

主な指標

H25年度 26 27 28 29 30 R2（目標）

31.8% 29.7% 35.2% 39.3% 36.3% 32.6% 40.0%

3.0% 5.3% 4.6% 3.4% 5.4% 14.9% 10.0%

67.2% 81.6% 83.1% 74.1% 75.7% 77.1% 90.0%

32.8% 39.5% 30.8% 48.3% 50.0% 50.0% 50.0%

4.1% 3.7% 4.8% 6.0% 6.8% 6.7% 10.0%

6.7% 8.5% 8.8% 8.7% 8.3% 8.8% 10.0%

男性職員の育児休業率

女性職員の活躍推進

・女性職員キャリアデザイン研修の実施により、女性リーダーの計画的な育成に努めるとともに、
女性の採用及び登用を拡大し、県庁内において女性の活躍を推進します。
・所属長に対し、子どもが生まれた男性職員との面談と、子育て期間中に取得する休暇等を記載す
る「育児プランシート」の人事課への提出を義務づけ、男性職員の育児休業等の取得を促進しま
す。
・職員が安心して育児休業等を取得しやすいよう、原則として長期不在（６か月以上）の場合、正
職員による代替職員を配置するとともに、比較的短期間の場合には、臨時的任用職員を代替職員と
して配置します。

・試験採用における女性受験率
・男性職員の育児休業取得率
・配偶者出産休暇の取得率
・配偶者の出産に係る子の養育休暇の取得率
・女性管理職の割合
・女性班長職の割合

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・女性職員キャリアデザイン研修において女性リーダーの計画的な育成を継続して実施しました。
・子どもが生まれた男性職員との面談と「育児プランシート」の人事課への提出の義務づけについ
て、所属長に対し周知を徹底しました。
・育児休業等取得時は、代替職員として、正職員又は臨時的任用職員の配置を着実に実施しまし
た。

【データ実績】

試験採用における女性受験者の占める割合

配偶者出産休暇の取得率

配偶者の出産に係る子の養育休暇の取得率

管理職（本庁課長級以上に占める女性の割合）

班長職に占める女性の割合
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

－

H28よりも実績減の指標がいくつかあるものの、各種指標が着実に上昇傾向にあることか
らＡ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 13-(3)

取組内容

主な指標

－

【実施状況の説明】

職員の専門性の維持･向上

・事務職員について、特定分野における長期の異動サイクルの実施により計画的に育成
するとともに、即戦力となる職員の配置のため、公務員を含む職務経験者の採用や特定
業務の専門的な知識・経験を有する任期付職員の採用を行います。
・技術職員について、計画的な採用や年齢バランスのとれた人事配置を行うため、職務
経験者採用を導入するとともに、職場研修（ＯＪＴ）による職員間の専門技術の継承や
部局における外部研修の活用等により、計画的な育成を実施します。

・実績の把握及び評価は、職務経験者採用の実施状況及び任期付職員の採用の継続状況
で行います。

平成３０年度取組実績

・人事異動方針において、財政、税務、情報システム、福祉部門など特定分野における
中核職員育成を目的とした長期間の配置や、主査昇任時まで３つの業務分野を経験させ
るジョブローテーションの実施を明記し、平成３１年度定期人事異動においても限られ
た職員数の中で計画的な人材育成により組織力の維持・向上が図られるような人員配置
に努めました。
・中長期的な視点から、職員の年齢構成バランスを図るため前倒し採用を行うなど、新
規採用者数の平準化を図りました。また、経験年数や業務経歴を踏まえて適材適所の人
員配置に努めたほか、各職員の資質向上のため、国、公益法人及び学会等が主催する外
部研修を積極的に活用し、業務だけでは得がたい最新情報の収集や技術の習得、資格の
取得に努めました。
・平成３０年度も引き続き職務経験者（１１人）及び任期付職員（３人）の採用を実施
しました。

【データ実績】
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

Ａ

　専門性向上のための計画的な職員養成や職員の能力・適性に配慮した人事配
置に取り組んだほか、引き続き職務経験者等の採用を実施したことから、Ａ評
価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

研修内容を充実させるべく具体的な取組を進めており、
高く評価できる。

多くの指標が着実に増加しており、引き続き取り組んで
いただきたい。

人事異動において長期間の配置を行う分野においては、
該当者のモチベーション向上のためにも、昇任を含めた
キャリアパスをしっかりと考慮した配置や異動につとめ
てほしい。

職員研修の充実と研
修メニューの最適化

女性職員の活躍推進

職員の専門性の維
持・向上
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 14-(1)

取組内容

主な指標

－

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

多様な働き方の推進

・職員が仕事と家庭生活の両立がしやすい職場環境を整備するため、テレワークや朝型
勤務等を実施します。

・実績の把握及び評価は、多様な働き方の導入への取組状況で行います。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・職員が仕事と家庭生活を両立しやすい職場環境を整備するため、引き続きテレワーク
及び朝型勤務を実施しました。
・勤務の開始・終了時刻を１時間又は３０分繰り上げる従来の朝型勤務に加え、勤務の
開始・終了時刻を１時間又は３０分繰り下げる遅出出勤を合わせた夏の時差出勤を実施
しました（実施期間　７／２～８／３１）。

【参考】　　　　　　　　　H27年度　H28年度　H29年度　H30年度
　テレワーク実施者数　　　　 －　　 　８人　　 ８人　　 ４人
　朝型勤務実施者数　　　　　523人　  427人　　404人　　391人

・今後も引き続き職員へのヒアリング等により、職員が利用しやすい環境整備に努めて
いくこととします。

【データ実績】

これまでの取組を拡充した夏の時差出勤の実施により、多様な働き方の推進が
図られたことから、Ａ評価としました。

73



新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 14-(2)

取組内容

主な指標

－

　

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・ストレスの予防や軽減方法等の習得のため、新規採用職員及び３０歳の職員を対象に
セルフケアに関する研修を実施し、また希望する職員にはレジリエンス研修を実施した
ほか、全職員を対象にストレスチェックを実施しました。
・各種相談事業を実施したほか、出先機関に出向いて相談対応を実施するなど、相談体
制を充実しました。
・職員の状況把握と相談への助言やメンタルヘルス不調により休職等をしている職員へ
の職場復帰への適切な支援ができるよう管理職に対するメンタルヘルス（ラインケア）
研修を実施しました。
・ストレスチェック集団分析結果を活用し、産業医、保健師と連携の上、職場環境改善
を推進しました。

【データ実績】

メンタルヘルス対策の推進

・セルフケアに関する研修、レジリエンス（逆境力、再起力）研修やストレスチェック
を実施します。
・職場内及び外部を活用した相談体制を充実していきます。
・管理職に対するメンタルヘルス（ラインケア）研修の実施や職場復帰に向けた試行勤
務の採用により、不調の早期発見、無理のない職場復帰を支援します。
・ストレスチェック集団分析結果の活用による職場環境改善を推進します。

・実績の把握及び評価は、ストレスチェック集団分析結果に基づく職場環境改善の実施
状況で行います。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

－

健康リスクの高い職場に対する職場環境の改善に向け、助言、相談等実施した
ことから、Ａ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 15-(1)

取組内容

主な指標

プライマリーバランス H25年度 26 27 28 29 30

目標 － 黒字 黒字 黒字 黒字 黒字

実績 313億円 242億円 199億円 172億円 176億円 59億円

前年度比 － △71億円 △43億円 △27億円 +4億円
△117億

円

目標達成率 － 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

実質公債費比率 H25年度 26 27 28 29 30

目標 － 18%未満 18%未満 18%未満 18%未満 18%未満

実績 15.4% 14.6% 14.1% 13.6% 13.0%
R1.10月
確定

前年度比 － -0.8% -0.5% -0.5% -0.6% －

目標達成率 － 118.4% 121.2% 124.0% 127.4% －

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

平成３０年度は、２９年７月に発生した豪雨災害への対応等により、前年度に比べ県債
発行額が増加しましたが、こうした状況にあっても、交付税措置のある有利な県債を活
用するなど、可能な限り将来の公債費負担の抑制に努めました。

【データ実績】

県債発行の抑制

・県債の新規発行額の抑制により、臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスの黒
字を継続するとともに、実質公債費比率１８％未満を維持します。

・プライマリーバランス（臨時財政対策債を除く。）→　目標　黒字継続
・実質公債費比率　　　　　　　　　　　　　　　　→　目標　１８％未満維持
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

－

平成３０年度の臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスは、決算ベース
で、引き続き黒字を確保しました。実質公債費比率については１８％未満を達
成できる見込みであることから、Ａ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 16-(1)

取組内容  

主な指標

財政二基金残高 H25年度 26 27 28 29 30

目標 － 300億円以上 300億円以上 300億円以上 300億円以上 300億円以上

実績 387億円 371億円 361億円 326億円 273億円 305億円

前年度比 － △16億円 △10億円 △35億円 △53億円 32億円

目標達成率 － 123.7% 120.3% 108.7% 91.0% 101.7%

【実施状況の説明】

財政二基金(財政調整基金・減債基金)の残高確保

・大規模災害や緊急を要する施策への対応に備えるため、財政二基金の残高について適
正な水準を維持します。

・財政二基金（財政調整基金・減債基金）の年度末残高
→　目標 ３００億円確保

平成３０年度取組実績

平成３０年度当初予算における財政二基金取崩額は７６億円でしたが、執行段階の節減
に努めるなどにより、２月補正予算において減債基金取崩額を４７億円減額するなど、
その残高確保に努めました。

【データ実績】
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

財政二基金の年度末残高は３００億円以上確保したことからＡ評価としまし
た。今後も機動的・安定的な財政運営のため、引き続き取組を継続します。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 17-(1)

取組内容

主な指標

H27年度 28 29 30

新規・拡充額 85億円 96億円 90億円 50億円

【実施状況の説明】

既存事業の見直しによる新規・拡充事業への配分財源確保

・国の補助金等、様々な行財政資源を最大限活用するとともに、既存事業の抜本的見直
しを行い、新規・拡充事業の財源を確保します。

・実績の把握及び評価は、当初予算における新規・拡充額等で行います。

平成３０年度取組実績

当初予算編成前に各部局において既存事業の見直しに取り組みました。また、当初予算
編成段階で、経常経費については一般財源ベースで５％、政策経費については同３０％
の削減を目標に取り組んだほか、公共事業については国庫補助を最大限活用することと
し、県単独事業について同２０％削減を目標に取り組みました。

【データ実績】
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

平成３０年度（平成３１年度当初予算編成）においては、厳しい財政状況に
あっても、歳入・歳出の徹底した見直しにより、「第３期ふるさと秋田元気創
造プラン」に掲げる施策を推進するための新規・拡充事業の財源３６億円を確
保したことから、Ａ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

81



新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 18-(1)

取組内容

主な指標

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

県税に係る収入率の向上と未収額の圧縮

・納期のＰＲや納税機会（場所、方法）を増やします。
・債権を中心とした差押やインターネット公売を活用した滞納整理を実施します。
・県と市町村で共同し、個人住民税を中心とした滞納整理を推進します。

・県税の現年度分収入率
＊現年度分収入率　＝現年度分収入額／現年度分調定額×１００
・県税の未納繰越額
＊未納繰越額　＝調定額－収入額－不納欠損額

平成３０年度取組実績

－

【実施状況の説明】

・休日、夜間納税窓口を開設し、納税機会の拡大を図りました。
・平成３１年３月末までに、預貯金等の債権や自動車・不動産など８２７件の差押を
行ったほか、１件（１２０万円）のインターネット公売による落札がありました。
・１２市町村１，０５２人を対象とした共同催告、３市町１９人を対象とした合同滞納
整理を実施しました。

【データ実績】

○現年度分収入率：平成３０年度見込額（決算速報値）は９９．６９％で
　　　　　　　　　前年度比＋０．０５ポイントの見込みです。
○未納繰越額：平成３０年度見込額（決算速報値）は１，０９７百万円と前年度比で
　　　　　　　１８４百万円減少の見込みです。

前年度と比べ現年度分収入率は上昇し、未納繰越額は圧縮される見込みであ
り、取組は順調に進捗しています。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 18-(2)

取組内容

主な指標

税外未収金の回収額

H26年度 27 28 29 30

目標(万円) 6,500 6,500 6,500 6,500 7,400

実績(万円) 8,483 9,601 10,815 9,621 8,434

前年度比(％) 120 113 113 89 88

達成率(％) 130 148 166 148 114

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

－

税外未収金の管理・回収の強化

・税外未収金を所管する課長等で構成する「債権管理検討委員会」と担当者による
「ワーキンググループ会議」を開催して情報とノウハウを共有します。
・債権回収強化月間を設けて集中的な取組をするなどの対策を実施して、税外未収金の
新規発生を抑制し、回収・整理を進めます。

・税外未収金の回収額　　→　目標　毎年度７,４００万円以上を回収

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

　能代産廃を除く平成29年度の税外未収金新規発生額は28,400万円（前年比20,719万
円）で、平成29年度末の税外未収金残高は32億9,217万円（前年比8,708万円）となって
います。
　平成30年度は、引き続き「債権管理検討委員会」と「ワーキンググループ会議」を開
催して情報とノウハウを共有したほか、債務者の現状を把握した上で未収金整理計画書
を作成し、それに基づき未収金の回収に努めました。
　また、10月と11月を債権回収強化月間と定め、文書、電話、訪問による催告などを集
中的に実施し、2か月間で2,683万円（前年比-587万円）を回収し、最終的な回収額は
8,434万円となっています。

【データ実績】

　ワーキンググループによる情報とノウハウの共有や、文書、電話、訪問によ
る催告の集中的な実施などにより、回収実績は8,434万円（目標比1,034万円）
となり、目標額を達成していることからＡ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 18-(3)

取組内容

主な指標

広告事業収入の推移（定例媒体） （単位：万円）

H26年度 27 28 29 30

1,181 1,101 1,057 769 1,240

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

県有資産等を活用した広告事業の推進

・庁舎、スポーツ施設等における壁面等への企業広告の掲出や、ウェブサイト、印刷物
等への企業広告掲載を拡充します。
・新たな歳入確保に向けて、県有施設へのネーミングライツの導入などについて検討し
ていきます。

・県有資産等を活用した広告事業の収入
１,０５７万円（平成２８年度） → 　目標　１,４００万円（令和３年度）

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

　自動車税納税通知書用封筒、秋田県公式ウェブサイト「美の国あきたネット」及び全
戸配布広報紙「あきたびじょん」、県立野球場フェンス、県本庁舎エレベーターホール
壁面等を広告媒体として活用したほか、新たに運転免許センター内に広告板を設置し収
入を得るなど、定例媒体における広告事業を推進しました。

【データ実績】

　警察本部において新規の広告事業を推進したほか、他の定例媒体において広
告収入が増加するなど、３０年度の実績額が令和３年度の目標額に向けて順調
に推移していることからＡ評価とします。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 18-(4)

取組内容

主な指標

ふるさと納税寄附件数・金額

H26年度 27 28 29 30

件数（件） 101 118 39 419 40

金額（万円） 333 568 391 789 88

ふるさと納税を活用した寄附の呼びかけ

・市町村、県外事務所、県人会等と連携し、各種イベントの活用やパンフレット配布方
法の工夫などにより、広報活動を強化します。
・「美の国あきたネット」やふるさと納税サイトを有効に活用して寄附を呼びかけま
す。

・ふるさと納税寄附件数

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

　県外在住者へのＰＲ強化を図るため、ふるさと納税パンフレットをアンテナショップ
や県外事務所、県内空港、竿燈まつり期間中は県庁入口に配架したほか、高校同窓会報
への同封、各地区県人会や新春交歓会で配布、また30年度は新たに高速道路の県内各Ｓ
Ａ、ＰＡへも配架し、寄附の募集に努めました。
　さらには、前年の災害支援寄附者に対しメールにて寄附を呼びかけました。

【データ実績】
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度意見への対応

　寄附者とのつながりを図るため、2017年度の災害支援寄附者へメールにて寄附案内を
実施したほか、全国高校野球（甲子園）大会の金足農業高校準優勝の際にはふるさと納
税サイト「ふるさとチョイス」特集ページへ祝福コメントを掲載するなど、ＰＲ方法を
工夫しました。

　ふるさと納税パンフレットの配架先を増やしたほか、メールで寄附案内をす
るなど、新たな方法により募集に努めましたが、寄附の増加に至らなかったた
めＢ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

件数、額とも昨年より増加したことは評価できるが、いずれもまだ低調であり、県内の
学校の同窓会に協力を呼びかけるなど、さらに寄附の増加を図ってほしい。
育児世代の女性などにターゲットを絞った魅力ある返礼品やＰＲの仕方などを工夫して
ほしい。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 18-(5)

取組内容

主な指標

－

【実施状況の説明】

地方交付税の総額確保の要望

・地方交付税の財源調整機能、財源保障機能の強化に向け、本県独自に又は全国知事会
等を通じて、地方交付税等の総額確保を求めます。

・実績の把握及び評価は、地方交付税額や一般財源総額により行います。

平成３０年度取組実績

　地方が責任をもって、地方創生・人口減少対策をはじめ、国土強靱化のための防災・
減災事業など、地方の実情に沿ったきめ細かな行政サービスを十分担っていけるよう、
全国知事会等を通じて、地方交付税を含む一般財源総額の確保を要望しました。
　また、平成30年度は、幼児教育・高等教育の無償化に関する施策について、地方が重
要な役割を担う取組が含まれていることから、国と地方の役割分担や負担のあり方を早
急に示すよう求めてきたにも関わらず、直前まで提示されなかったことから、地方の行
財政の運営に影響の大きい施策については、早期に地方と協議するよう、国と地方6団体
の協議の場等を通じ表明しました。

【データ実績】
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自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

ふるさと納税についての広報やＰＲが分かりやすく、効
果的なものとなるよう工夫しながら、官民一体となって
一層の普及に取り組んでほしい。

ふるさと納税を活用
した寄附の呼びかけ

平成31年度地方財政対策等については、地方の一般財源総額について前年度を
上回る62.7兆円を確保し、臨時財政対策債が前年度から0.7兆円抑制されまし
た。また、幼児教育の無償化について、国と地方の協議の結果を踏まえ、平成
31年度の地方負担分について臨時交付金（2,349億円、全額国費）を創設して対
応するなど、全体として地方財政の健全化につながる内容になったと判断され
ることから、Ａ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 19-(1)

取組内容

主な指標

職員数 （人）

H29.4 30.4 H31.4

知事部局 3,207 3,198 3,191

教職員 9,285 9,139 9,034

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

人件費の縮減

・職員の適正な定員管理や教員の適正配置等を推進します。

・普通会計決算における職員の人件費（退職手当及び非常勤職員の報酬を除く。）

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

知事部局においては、平成３０年度以降、新行財政改革大綱の項目として職員数の適正
な管理に取り組んでいます。また、教職員については引き続き児童生徒数の減少に応じ
た適正配置に取り組みました。

【データ実績】

職員数の適正な管理（知事部局△７人、教職員△１０５人）により人件費の縮
減が見込まれることからＡ評価としました。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 19-(2)

取組内容

主な指標

情報システム維持管理予算額    （億円）

H27年度 28 29 30

19.36 20.03 22.52 25.79

【実施状況の説明】

情報システム全体最適化の推進

・ＩＴ調達審査及び情報システム維持管理自己点検を実施するとともに、個別システム
を統合し、情報システム構築及び運用の最適化を進めます。

・情報システム維持管理経費予算額
２２.５２億円（平成２９年度）　→　目標　２２.５２億円（令和３年度）

平成３０年度取組実績

・庁内サーバ統合基盤を導入し、物品調達システムと情報共有システムの機器等のハー
ドウェアを集約しました。
・今年度は、給与関係システムや情報活用支援システム等の大規模システムを庁内サー
バ統合基盤へ受け入れ、経費の削減に努めることとしています。

【データ実績】
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

労働関係法制の改正に伴う影響なども勘案しつつ、業務
や教育の質を落とさないよう、人件費を管理していって
ほしい。

人件費の縮減

前年度意見への対応

ＩＴ調達審査の強化、庁内サーバ統合基盤の導入等の対策を推進しました。

平成３０年度の維持管理予算額は、２９年度に比べて増加しましたが、２７年
に起きた日本年金機構の情報流出事案に伴い順次進めてきたセキュリティ対策
強化のうち、ファイル無害化及びネットワーク分離の構築が２９年度に完了
し、維持管理経費が３０年度から発生したことがコスト拡大の要因として大き
いため、Ｂ評価としました。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

目標達成率は下がっているものの、計画当時に想定できなかった要因（マイナンバー制
度、年金機構の情報流出問題に伴うセキュリティの強化）によるものであり、引き続
き、取組を進めてほしい。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 20-(1)

取組内容

主な指標

個別施設計画に基づく集約・複合化や廃止等による施設の削減(延べ面積)

H28年度 29 30

1,986 1,981 1,980 （千㎡）

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

公共施設等総合管理計画に基づく県有施設の適正管理

・「あきた公共施設等総合管理計画」に基づき個別施設計画に示されている施設の長寿
命化、集約・複合化、民間譲渡、廃止などの進捗状況を管理します。

・個別施設計画に基づく集約・複合化や廃止等による施設の削減(延べ面積)
平成２７年度 　1,998千㎡　→　目標　令和７年度　1,904千㎡
（注）令和７年度が計画の最終年度。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・「あきた公共施設等総合管理計画」に基づく個別施設計画の各年度の予算状況を取り
まとめ、実績等を把握し、個別施設計画の進行管理に努めました。

【データ実績】

当該年度予定が後年度へ変更が生じているが、最終的な目標を達成する見込み
のためＡ評価としました。
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新行財政改革大綱（第３期）　評価調書（平成３０年度実績）

取組項目 20-(2)

取組内容

主な指標

未利用財産の売却実績件数

H26年度 27 28 29 30

18 13 11 12 7

自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

県有財産の有効活用の推進

・未利用財産の利活用や売却計画等に関する検討を行う部局横断的な「県有財産利活用
推進会議」を開催するほか、所在市町村と利活用などの協議を進めます。
・未利用財産の売却に伴う情報発信について、県民の購買意欲を高めるため、周知方法
などを充実させます。
・不整形な形状や面積の狭小などの課題がある財産については、解決に向けた実態調査
等を行いながら、売却や貸付に努めます。

・未利用財産の売却件数
　　  目標　　平成３０～令和３年度の累計件数　３０件

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

　長期にわたって売れ残り案件が多い横手市に対して利活用の働き掛けや、課題解決に
向けた調査・協議を行ったところ、課題解決等には至らなかったものの、解消に向けた
情報共有ができたと考えます。

【データ実績】

　売却件数は参考目標値（年７～８件）を達成したことからＡ評価としまし
た。
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取組項目 20-(3)

取組内容

主な指標

・県有施設における年間のエネルギー（電気、油、ガス）の総使用量（原油換算した値）

H28年度 29 30

21,064KL 21,037KL － 　※平成30年度の実績は６月末に確定

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

県有施設の省エネルギーの推進

・電気使用量を削減するため、ＬＥＤ照明や高効率空調設備の導入を推進します。
・冷暖房設備の運転について、設定温度や運用時間等の管理を徹底するとともに不要照明
の消灯を徹底します。

・県有施設における年間のエネルギー（電気、油、ガス）の総使用量（原油換算した値）
目標　→　平成２８年度を基準として総使用量を年１％削減する。

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

県立総合プールや秋田県林業センターでの照明器具のＬＥＤ化改修の実施、秋田地方総合
庁舎の空調設備にポンプインバーターを設置するほか、冷暖房設備の温度や時間の運転管
理を厳密に実施しエネルギー使用量削減を図りました。

【データ実績】

Ｈ２９年度は、照明ＬＥＤ化等の改修や、消灯など日頃の省エネエネルギー推進
活動を実施しましたが、冬期間の平均気温が前年より低かったといった気象状況
の影響により、エネルギー使用量の削減が少なかったことからＢ評価としまし
た。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－
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取組項目 20-(4)

取組内容

主な指標

長寿命化施策の推進

・個別施設計画に基づき、計画的かつ効率的な維持管理を行います。
・基幹的農業水利施設について、長寿命化対策の進捗状況の評価を実施するとともに、そ
の結果を毎年度公表します。
・漁港施設について、維持・管理計画を策定し、計画的かつ効率的な長寿命化対策を実施
します。
・橋梁やダムなどの公共土木施設について、点検、診断を行った上で長寿命化計画（個別
施設計画）を策定し、必要な対策を適切な時期に実施します。

・インフラ施設の長寿命化計画（個別施設計画）策定数
＊令和元年度までに２１施設について策定
（うち７施設については策定済）
・基幹的農業水利施設の整備箇所数
＊平成３０～令和３年度までに基幹的農業水利施設４０箇所について計画的に着手
・漁港施設の長寿命化対策実施数
＊平成３０～令和３年度までに県有管理漁港１０港について実施
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　　　　 インフラ施設の長寿命化計画（個別施設計画）策定数

H28年度 29 30

実績 － 7 11

累計 － 7 18

基幹的農業水利施設の整備箇所数

H26年度 27 28 29 30

累計 91 95 108 121 127

ストックマネジメント計画策定漁港数

H24年度 25 26 27 28 29 30

累計 - 9 10 11 19 19 19

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・インフラ施設の個別施設計画の策定状況を把握し、計画の成案に合わせて秋田県公共施
設等総合管理計画推進本部幹事会を開催し、インフラ施設の個別施設計画の策定を進めま
した。

・個別施設計画は、原則として施設管理者が作成するものとされており、県(農地整備課所
管)が管理する施設を対象に平成２９年度から着手し、令和元年度まで計画策定を終える予
定です。
　平成３０年度までには１８箇所において個別施設計画を策定しています。
　県内の農業水利施設は、令和１０年度末時点において５４％が耐用年数超過となる課題
を抱えています。
　そこで、計画的な更新や更新費用の最小化を目的として、農業水利施設の重要性・緊急
性などを考慮した第３期ストックマネジメント事業実施方針（Ｈ２８～Ｒ２）を策定し、
これまでに長寿命化計画を策定した１９８施設のうち１２７施設について対策工事に着手
しています。

・高度成長期に集中投資した漁港施設については、老朽化が進行していることから、計画
的かつ効率的な維持管理を行い、耐用年数の延伸を図り、更新時期の平準化及び補修・更
新費用の最小化を図るため、長寿命化施策を推進しました。

・個別施設計画に基づき、計画的かつ効率的な維持管理を行うとともに、橋梁などの公共
土木施設については点検や診断を行った上で長寿命化計画（個別施設計画）を策定し、必
要な対策を適切な時期に実施します。
　また、引き続き、インフラ施設については、施設の診断・評価等を完了したものから、
順次「個別施設計画」を策定します。

【データ実績】
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自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

－

・インフラ施設の長寿命化計画策定において、今年度は道路の４施設を含めて新
規に１１施設を策定できたほか、基幹的農業水利施設の整備箇所数としても、平
成３０年度は６箇所について新規に着手しました。
・また県及び市が管理する主要な１９漁港についても、ストックマネジメント計
画策定済みとなりました。
・災害等の影響により一部の計画の策定年度が令和２年度までに変更となり、策
定施設数が２１施設から２４施設に増えましたが、国で要求する令和２年度には
間に合う見込みのため、総合的にはＢ評価としました。
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取組項目 21-(1)

取組内容

主な指標

        経営評価の４項目全てにおいて「Ａ」又は「Ｂ」と評価された法人数

H26年度 27 28 29 30

実績（対象） 16(32) 23(31) 20(30) 18(29) R1年
9月確定

割合 50% 74% 67% 62% －

【実施状況の説明】

第三セクターの経営の健全化等に関する行動計画及び経営評価の実施

【第三セクターの経営の健全化等に関する行動計画】
・法人別、年度別の行動計画を策定し、公表します。
・法人別、年度別の行動計画について、その取組状況を毎年度検証し、必要な場合は次
年度以降の行動計画を見直します。
【第三セクターの経営評価】
・毎年度、公認会計士の意見等を踏まえた経営評価を実施し、その結果を公表します。
・経営評価における意見等を行動計画の見直しに反映させます。

・実績の把握及び評価は、経営評価の実施と結果の公表や、行動計画の見直しと公表の
実施状況で行います。

平成３０年度取組実績

「第三セクターの経営の健全化等に関する行動計画（第３次）」に基づき、各法人が個
別の取組を実施し、その取組実績や経営評価の結果等を踏まえ、行動計画の年次見直し
を行い、平成３１年３月に県の公式ウェブサイトにて公表しました。また、公認会計士
による財務面への意見を踏まえ、幅広い視点から実施した経営評価の結果は、平成３０
年９月に県のウェブサイトにて公表しました。

【データ実績】
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自己評価 自己評価についてのコメント

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ａ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度意見への対応

平成３０年度は、平成２９年度に重点取組法人として選定した１法人のアクションプラ
ンに基づく取組に対して、公認会計士等による経営改善支援を実施しました。なお、重
点取組法人制度については、より実効性を高めるための見直しを行った上で、第三セク
ターの経営健全化に向けた取組への支援を継続していきます。

各法人の取組実績等を踏まえ、行動計画の年次見直しを行ったほか、経営評価
は総合的に評価を行い、ともに結果を公表していることからＡ評価としまし
た。

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

経営評価の結果を踏まえ、「重点取組法人」を指定して経営改善の支援に取り組んでい
ることは評価できるので、引き続き取り組んでほしい。
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取組項目 22-(1)

取組内容

主な指標

地方独立行政法人の効率的・効果的な運営の促進

・公立大学への運営費交付金の縮減を図るとともに、自己財源の確保や経費の節減等、経営努力の取組を促進しま
す。
・秋田県立療育機構については、中期計画に基づき実施する業務の見直しや、収入の確保及び費用の節減に向けた取
組状況について検証を行います。
・秋田県立病院機構については、中期計画に基づき実施する業務の見直しや、収入の確保及び費用の節減に向けた取
組状況について検証を行います。

○公立大学法人
　 ・実績の把握及び評価については、外部資金の獲得状況などで行います。
○秋田県立療育機構、秋田県立病院機構
　 ・実績の把握及び評価については、収入の確保状況で行います。

平成３０年度取組実績

【実施状況の説明】

・各公立大学法人への運営費交付金については、学生教育間接経費を前年度比で２％の縮減を図りました。大学にお
いては、自己財源確保に向けて外部資金の獲得等に努めるとともに、照明のＬＥＤ化などにより経費の節減に努めま
した。

・秋田県立療育機構については、外来受診者の受入れの増加などにより増収を図るととともに、効率的な設備使用に
よるガス使用量の削減や後発医薬品の採用の推進などにより費用の節減に、引き続き取り組みました。

・秋田県立病院機構については、収入の確保と費用の縮減に努めたほか、平成31年３月１日から「脳心血管病診療
棟」での診療を開始するなど、脳・循環器疾患に包括的に対応できる高度で専門的な医療を提供し、県立病院として
安定的な医療提供体制の構築を図りました。
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（公立大学法人）外部資金の獲得状況 （千円） ※（）内は件数

H26年度 27 28 29 30

県立大学 546,749(312) 525,540(327) 556,521(371) 431,113(373)

国際教養大学 298,669 (37) 186,251 (43) 134,683(114) 139,152 (80)

（秋田県立療育機構）リハビリテーション件数 （件）

H27年度 28 29 30 R1

目標 28,896 29,500 27,000 27,500 27,500

実績 29,323 29,061 27,947 6月以降確定 －

（秋田県立病院機構）病床利用率 （％）

H26年度 27 28 29 30

脳研センター 77.9 80.2 75.9 76.8 73.4

リハセン 84.4 85.3 86.3 87.0 87.0

脳研センター 79.8 72.6 74.8 69.3

リハセン 84.7 84.1 86.8 83.9

自己評価 自己評価についてのコメント

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

【データ実績】

７月以降確定

目標

実績 ６月以降確定

・各公立大学法人に対する運営費交付金を計画どおり縮減できたほか、外部資金については、受託研究の
内容等によって年度により変動がありますが、国の科研費等の獲得に向けた学内競争資金による支援など
を行いながら、新規獲得に向けて取り組みました。

・秋田県立療育機構では、各診療科連携による総合的な診断や利用者のニーズに対応した適切な医療福祉
サービスの提供に努めた結果、リハビリテーション件数が目標を上回ったほか、光熱水費の削減や、後発
医薬品への切り替えにより費用の節減を図りました。

・秋田県立病院機構では、脳・循環器疾患に包括的に対応できる高度で専門的な医療提供体制を構築した
ほか、法人に対して効率的な運営による収入の確保と経費の削減の取組を一層促しましたが、評価可能な
平成29年度の病床利用率は目標を下回りました。

・以上のことからＢ評価としました。
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外部評価 評価部会からの意見（改善指摘、提言等）

Ｂ

Ａ：概ね順調　　Ｂ：一部改善の余地あり　　Ｃ：見直しが必要

前年度における秋田県行財政改革推進委員会からの意見

公立大学法人については、運営費交付金の削減に加えて外部資金の獲得も厳し
い状況が見受けられ、教育研究の質を維持できるよう、予算の策定において十
分な検討を続けてほしい。
県立病院機構については、病床利用率が低目な状態で推移している。取組に掲
げている収入や経費を評価するためにも、経営に関する他のデータ（手術件数
や医療費率等）の実績も示して、今後の改善状況を十分に検証していってほし
い。

地方独立行政法人の効率
的・効果的な運営の促進

人口減少の一層の進行により、教育機関の授業料や医療機関の診療報酬の増加は容易には見込めず、自助努力にも限
界があることから、運営費交付金の算定については、機械的に削減するだけでなく、現状について十分な検証を行い
ながら実施してほしい。

前年度意見への対応

運営費交付金については、各法人の実情を確認したうえで算定を行っています。

秋田県立療育機構については、第３期中期目標・中期計画（令和2年度～令和6年度）の策定に向けて、事業内容、効
率的な運営等について分析を行い、療育の提供に必要な事業に充てる費用の適正な算定及び確保に努めることとしま
す。

秋田県立病院機構については、第３期中期目標（令和元年度～令和5年度）で医療機能の充実強化、医療連携の推進
及び経営の効率化を指示していますが、循環器分野を含めた救急・高度医療提供開始に伴い、診療報酬でカバーしき
れない分もあることから、交付金に算定しました。引き続き、県立病院として安定的な医療提供体制の構築に努めて
いきます。
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